米沢市における電機･電子工業をめぐる社会的環境ネットワーク-業界ぐるみの地域的｢学習｣組織の展開- by 松橋,公治
駿 台 史 学 第ll5号57-96頁,2002年3月
SUNDAISHIGAKU(Sunder.HistoricalReview)
No.115,March2002.pp.57-9fi.
米沢市 における電機 ・電子工業 をめ ぐる
社会的環境ネ ッ トワーク
業界ぐるみの地域的 「学習」組織の展開
松 橋 公 治
要旨 本稿の目的は,米 沢市の電機 ・電子工業における社会的環境ネ ットワーク(米 沢
市電子機器 ・機械工業振興協議会(電 振協),米 沢電機工業会(工 業会))の 形成 ・展開
を実証し,相 互学習組織に焦点をあてて活動の意義を解明することである。
米沢の電機 ・電子工業は,オ イルショック以降,ME化,市 場の転換,さ らに生産 ・
品質管理の新展開という構造転換を迫 られていた。なかでも,新 たな生産 ・品質管理の
導入は,地 元大手6社(工 場)が 大手電機メーカーの生産拠点であることか ら,生 き残
りをかけた必須の課題であった。
この直面する課題が,電 機 ・電子企業が企業間ネットワーク形成に至る背景であった。
まず,7つ の下請企業が1981年 に,系 列の枠を越えて横に連携 して電振協を設立 し,
生産 ・品質管理を中心とする経営基盤の強化をめざした。組織化に際し,米 沢市は大手
6社 への説得や財政的支援で積極的に関与 した。当時,主 導産業であった繊維工業(米
織)の 急速な衰退に直面していた市では,そ れに代わる産業 として電機 ・電子工業の発
展を促進 しようとしていた。電振協の動きを受けて,大 手6社 も,地 元の関連企業群全
体の生産 ・品質管理の向上の意義を認め,電 振協の協力 も得なが ら,1985年 に新たな
生産 ・品質管理を相互学習することを狙いとして工業会を設立 した。
設立から15年 以上を経過 して,電 振協会員企業は下請企業群の,そ して工業会の中
堅として,域 外の中小企業 グループとの積極的な交流活動を続けている。工業会は会員
をさらに増やし,活 動領域 も拡大させ,4つ の部会を有 している。企業組織における経
営者層,事 務 ・生産 ・技術 といったあらゆるスタッフが熱心にそれぞれの部会活動に参
加 している。近年では,地 域経済の活性化においても重要な役割を演 じている。
電振協 ・工業会はいずれも企業間連関を基礎 とするが,単 なる取引の結合ではなく,
地域的な相互学習組織,つ まり社会的環境ネットワークとなっている。この相互学習が
米沢における電機 ・電子工業の発展を推進する一つの重要な要素となった。






1990年 代 以降,産 業集積地域へ の新 たな関心 が高 まるなかで,主 に企 業 の ビジネ ス ・リン
ケー ジか らなる集積 ・連 関構造 を中心 とす る従来の産業集積 に関す る実証研究 の焦点 は,中 小
企業 を め ぐって形成 されてい る種 々のネ ッ トワー クの解明へ とシフ トして きて いる。
我 々(山 本,松 橋,1998)は,Yeung(1994)に依拠 して,こ のネ ッ トワー クを企業 内ネ ッ
トワーク,企 業 間ネ ッ トワー ク,企 業外環境 ネ ッ トワークの3つ に分 け,岡 谷 ・諏訪地域 にお
け る企業外環境 ネ ッ トワー ク形成の一端 に迫 った ことが ある。企業外環境 ネ ッ トワー クを,後
に山本(山 本 ・岡本 ・松橋,2001)は,「 社会的環境 内部 の諸主 体間の リンケ ー ジや,こ れ ら
と企 業 との リンケー ジ」 であ ると して 「社会的環境 ネ ッ トワーク」 と言 い換 えてい る。 ここで
もこれ に従 う。 この報告書 のなかで 山本 は,(非)経 済 的 リンケー ジをキ ー ワー ドと して,上
記の3つ のネ ッ トワー クの関係 につ いて,実 証研究 を踏 まえて興味深 い考察 を加 え,い くつか
の仮説 を提示 してい る(山 本 ・岡本 ・松橋,2001,pp.6-8)。 企業 間ネ ッ トワー ク と社 会的 環
境 ネ ッ トワー クの部分 で本稿 と関連す る論点 を拾 い出す と,以 下 の通 りである。
そ の多 くが経済的 リンケー ジか らな る企業 間ネ ッ トワークは非経済 的 リンケー ジにな ること
もあ り,こ の中 にはNPOの 性格を持つ場合 もある。産業集積地域 はそのよ うな非経 済 的 リ ン
ケー ジを内包 してい る。企業間 ネ ッ トワー クを考 え る際 に,そ のよ うな企 業 自身 が作 るNPO
的な リンケー ジ も意 義を有 し,こ れ には企業 自身 の主導 で作 られ るもの もある し,公 的機関の
働 きかけで作 られる場 合 ある。
また,経 済的 リンケー ジが作 られ る契機 を既存 の非経済的 リンケー ジが作 ること もあ り,企
業間 ネ ッ トワー クと社会的環境 ネ ッ トワー クとは相互 に作用 する ことがあ る。その結果 として,
企業 間ネ ッ トワークと社会的環境 ネ ッ トワー クとの間の境界 が必 ず しも明確 でない こと もあ り
得 る。社 会的環境ネ ッ トワークは企業 が生 み出す リンケご ジの総体 ではあ りえないが,社 会 的
環境 ネ ットワークを活用 して市場 での地位 を改善 しよ うとす る行動 を企業 が取 ること もある。
このよ うに考え ると,企 業間 ネ ッ トワー クは,社 会的環 境 の 中に埋 め込 まれて い る(social
embeddedness)と み るのが妥 当であ るが,企 業 間ネ ッ トワー クが社会的環境 ネ ッ トワー クに
よ って一 方通行 的に規定 されてい るわけで はない。
ここに,企 業 間ネ ッ トワーク と非経 済的 リンケー ジとの関係,経 済的 リンケ ージ と非経済 的
リンケ ージとの独特 の関係性 を通 じての企 業間ネ ッ トワー クと社会的環境 ネ ッ トワーク との関
わ りが示唆 され てい る。本稿 では こう した 山本の問題提 起に触発 されつつ,米 沢市 の電機 ・電
子産業 において展開 されて きた企業 間ネ ッ トワークに基礎をおいた2つ の社会的環境ネ ットワー
クの形成 と展開 を実証 し,企 業 間ネ ッ トワークにお ける非経済的 リンケー ジの,し たが って社
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会的環境 ネ ッ トワー クの意 義 と関わ りを明 らか にす る。特 に,社 会 的環境 ネ ッ トワー クに おい
て展 開 された活動 を,地 域 的,組 織的な 「業界 ぐるみ の学習」 の過程 として捉え,ネ ッ トワー
クを構成 す る企業群 におけ る生産 ・品質管理な ど質 に関 わる 日常 的な 「イ ノベー シ ョン」 の観
点 か ら活動 の意 義を解 明す る。
ところで,1990年 以降 に急速 に展 開 し,種 々の新 たな方向や ア イデ アが模 索 され てい る欧
米 におけ る産 業集 積 に関わ る研究(友 澤,1995,2000;松 原,1999;水 野,1999)と の関連で
みる と,本 稿 にお けるネ ッ トワークをめ ぐる議論 はす でに 「一 周遅 れ」 の観 があ るが,し いて
言 えば,友 澤(2000)が 取 り上 げ,紹 介 して いる 「学習地域」 をめ ぐる論 点 と関連す る。 すな
わち,「 知識経済化 の下 での産業集 積」 を把握 してい くための我が国 にお ける工業 地理 学 の課
題 と して,「 産業地 区」 が進化 した ところの,イ ノベー シ ョンを生む ための ロー カル な有 形無
形 の資源 を伴 った 「ミリュウや学習地域」 をめ ぐる欧米研究 の 「方法論 の消化 ・吸収 と実証分
析 の遂行」 とい う友澤の指摘の うち最後 の課題 に,本 研究 は大 いに関わ って いる,わ れわれは,
具体性 に欠 けるこう した紹介 ・整理 に満足で きない し,他 方 で,欧 米 の研究では理論や アイデ
アが先行 してい る ものの,友 澤 をは じめ と して紹介者 たちの指摘を待つ まで もな く,実 証研究
が決定的に不 足 して いると考えて いる。
2)既 往研 究 と構成
米 沢にお ける電機 ・電子工業 に関す る研究 は,東 北 の地 方工 業 都市 と して は,少 な くない
(森 野,1986;国 崎,1990a;山 川,1995;田 中,1995な ど。 これにつ いては ここで触れない)。
この うち,米 沢 の電 機 ・電 子工 業 にお け るネ ッ トワー ク に関 す る も のを あ げれ ば,国 崎
(1990b)や 福嶋(1999),末 吉(2001,2002)の 研究の他,コ ンサルタ ン トな どに よ る報 告書
で も盛ん に取 り上 げ られて いる(と りあえず,山 形県 ・米 沢市 ・米沢商工会議所,1997;東 北
活性化 セ ンター,1997;中 小企業研 究セ ンター,1998な ど)。 これ らに通 じて言え るこ とは,
ネ ッ トワークの形成 と展開,そ の意義 をネ ッ トワー クの内的な展開や社会的環境 ネ ッ トワーク
との関連を事実 に即 して十分 には解 明 していない ことであ る。
特 に ここでは,国 崎(1990b)と 福 嶋(1999)を 取 り上 げて,そ の問題 を指摘 しておきたい。
国崎(1990b)は,い くつかの企業事 例 も含み なが ら,こ こで取 り上 げ るネ ッ トワー クを その
性格,形 成 とその要 因,展 開の社会 的 ・経済 的意 味の3点 か ら,こ れ までのところ もっ とも詳
細 に検討 して いる。 そ して,こ のネ ッ トワー クの形成 と展開を 「多品種少量生産 に適合 的な生
産様式 ・分業協働連関様式 をさ ぐる うえでひ とつの手 がか りを与えて くれる」 もの としている。
1985～87年 のデー タに基 づ くと.いう時代的な制約 はあるが,こ のネ ッ トワー クを あ ま りに経
済的 リンケー ジに限定 して捉 え,し か も企業事 例をあ げて はいる ものの,ネ ッ トワーク 自体の
形成 と展開 を十分 な事実 に基づ かないまま外 在的 に分 析 して いる。 自 らの期待 的な観点 か ら,
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実態 とか け離 れた考察や解釈 が 目立 つ ように思われ る。
一方,福 嶋(1999)は,米 沢市 におけ る電機 ・機械産業の成長の源泉が複数 のネ ッ トワー ク
の形成 と発展 にあるとい う仮説 の もとに,そ の成 立過程 と機能を考察 した。 そ して2つ のネ ッ
トワー クが直面 した 「問題 に対 する解」 と して作 られ,「 実行力 を持つ人材(グ ルー プ)」 が存
在 し,2つ が 「両立可能 なネ ッ トワーク」 であ ったがゆえ に,「 戦 略 的主体 の ネ ッ トワー ク」
を生 み出 し得 たこと,こ れ らが 「重層 的増殖 」を果た し,「 コンセプ トや内容の洗練化」によ っ
て 「新 たな知 識のネ ッ トワーク」 に移転 させた こと,そ の ことを通 じて 「新たな知の創 出シス
テ ムの可 能性 」があ る,と 捉え る。 国崎 と違 って 自らの観 点に実態をはめ込 もうとは して いな
い し,問 題提起 には首肯 しうる部分 も少 な くない。 しか し,2つ のネ ッ トワー クを経 済的 リ ン
ケ ー ジのみか ら一面的 に捉え,ま たその形成 と発展 も事実 を踏 まえた もとは言いがた い ものと
な ってい る。
本稿 では,こ の2つ の研 究の問題点 を踏 まえ,ま ず形成 と展 開を事実 に即 して明 らか にす る
ことに重 点を置 いた。 米沢市 の工業発展 を跡 づけた2章 に続 く3章 では,ネ ッ トワー クの形成
の背後 にあるのは;ネ ッ トワー クの主 たる構成者 である企業群 が直面 していた課 題 と,そ の主
体 的要因 を介 しての課題 に対す る独 自の対応 にある と考 え,地 元大手企業 および下請 企業 群の
置か れていた状況を分析 す る。4章 で は,ネ ッ トワーク形成 のローカルな背景 と要 因,形 成 後
の展 開を2つ の企業間ネ ッ トワークの活動資料 に即 して検討 す る。5章 では,こ うした検 討 を
踏 まえて,2つ のネ ッ トワー クの性格 と意義 をアクターの行動や,ア クター とネ ッ トワー ク と.
の関わ りか ら分析 した。
2.米 沢市の工業発展
1)繊 維工業から電機 ・電子工業へ
江戸時代の第9代 藩主上杉鷹山の殖産振興策に端を発する 「米沢織」(以 下,米 織)で 知 ら
れる米沢市は人 口約.9万5千 人 にという地方小都市ではあるが,今 や東北地方の主要都市のな
かで も屈指の工業都市である(1995年 時点,製 造業全体 としては山形県 トップは当然 として,
仙台,い わき,郡 山;福 島についで第5位,機 械金属工業に限定すれば福島市についで第2位
であ る)。 さらに,プ ラザ合意後の円高不況,バ ブルとその崩壊後 の不況をなかに挟 んだ
1986～95年 における10年 間の製造品出荷額の年平均伸 び率 は製造業全体で6.6%(機 械金
属:7.7%)で あり,同 期間の東北地方における平均伸び率4.3%を 大きく上回るとともに,主
要都市のなかでも上位に位置.している。
1960年 当時,米 織を中心 とする繊維が製造業全体に対 して事業所数 ・従業者数で65%,出
荷額では55%を 占め,米 沢市はまさに繊維工業都市であった(図la,b,c)。 その後,米 織
(呉服地)は,事 業所数や従業者数の減少にも関わらず高度成長の波に乗 って,第1次 オイル
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シ ョックまでは生産 を伸 ば したが,そ の後一転 して急落 の一途 をた どった。 これに代わ る もの
と して期待 され,1960年 代後半 に成長 した洋服地 は,伝 統の 「先染 め」 に こだ わ った こ とが
災 い して,70年 代 に入 って伸 び悩ん だ。洋服地 は,70年 代後半 に 「後染 め」 に転 換 して なん
とか息 を盛 り返 し,衰 退の一途を たどる米織 に代 わって繊 維 の主 流を 占め るよ うにな り,80
年代か ら90年 代 にか けて繊維 の衰退 を多少 と もやわ らげ るの に一役買 った1)。
繊維 の衰退 に対 して,こ の間大 き く成長 して,今 や上述'した東 北で も屈指の工業都市 ・米沢
の工業 を支 えてい るのが電機 ・電子工業で ある(図1)。 電機 ・電子工業 は,従 業 者 数 で1980
年 に,出 荷額 で1976年 にそれぞれ衰退 にあえ ぐ繊維 を凌駕 した。 その後,事 業所 数 ・従業者
数 ともに1991年 を ピー ク(そ れぞれ120事 業所,8076人)に 減少 に転 ず るが,出 荷額 は1997
年段 階 まで順調 な伸 びを示 している。1997年 現在,電 機 ・電子工 業 は,製 造 業全 体 に対 して
事業所数 は11.8%を 占め るにす ぎないが,従 業者数 では44.6%,出 荷額で は実 に73.6%を 占め
るに至 ってい る。 これ に関連す る ものが多 いと見 られ る他の金属機械4業 種を加え た加工組立
型工業 でみる と,そ れぞれ26.0%,60.4%,82.2%を占めてい る(表1)。 加工組立型業種 では,
電機 が最大 であ ることは当然 のことと して,一 般機械,金 属加工 と続いてい る。一般機械 は,
従業者数 ・出荷額ですで に繊維 や衣服単独 を上 回 ってお り,市 内では電機 につ ぐ地位 とな って
い る。 これ に対 して加工組立型業種 の中で は,輸 送機 と精 密の割合が きわめて低 く,こ の結果
として,電 機への過度 の依存体質す ら心配 され ている。 いずれ に しろ,米 沢市 はかつての繊維
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とどまったことに端を発 している。地元とでは 「大手6社 」と呼ばれ,電 機 ・電子工業の中核
となっている㈱ 田村電機製作所(以 下,TY社),米 沢電線㈱(以 下,YD社),米 沢日本電気
㈱(疎 開当時は東北金属工業米沢製作所,1951年 から米沢製作所,1983年 から現社名。以下,
YN社),明 電通信工業㈱(以 下,MT社)2),日 立米沢電子㈱(旧 コロンビア電子工業㈱。
以下,HY社),東 北パイオニア㈱(以 下,TP社)の うち,前3社 が疎開工場を前身としてい
る3)。電話機の部品を生産 していたTY社 とYN社 の前身は,戦 後 から高度経済成長期にかけ
て,日 本電信電話公社(現NTT)の 拡充計画の下で急速に成長を した。藤倉電線系のYD社
も,電 力需要の拡大を追い風に生産を伸ば した。その間,各 社 とも技術の蓄積を図るとともに,
その技術を利用 して関連製品や部品を開発 し,そ の後の成長 ・拡大の礎を築いた。
発展の第2の 要因は,こ の3社 の成長 ・拡大に伴って,地 元に,分 社やスピンオフによって,
あるいは自然発生的に組立や部品加工の関連下請企業群が育ったことである。 この3社 の生産
する製品の特性 もあって,大 手の電機 ・自動車 メーカーに比 してその裾野はけっして広 くはな
いが,そ れでも1960年 代から70年 代にかけて独立 した,一 次下請 レベルの地元中堅企業群や,
さらにその下のレベルで独自の技術を有 している企業群の多くは,こ の3社 とのかかわりを持っ
ていた。なかで も,大 手6社 のうち,TY社 ・YN社 ・YD社 ・HY社 の4社 は,い まや中堅
企業 となった一次下請企業群を育て上げ,域 内に大きな影響力をもっている。こうして育 った
M1社 やU社,M2社,0社,Y社,N社(後 掲表3を 参照)な どは,後 述の企業間ネットワー
クにおいても重要な役割を果たしている。




繊維工業が成長途上にあった1956年 に企業誘致条例を制定 した4)。この誘致条例 は,'東 北地
方にあっては比較的早い制定であったが,他 の地域 におけるそれに比べ大差のない内容であっ
た。事実,工 業団地 などの建設は1970年 代になってか ら登場する。ここで注 目されるのは,
その条例そのものよ りも,む しろ当初の誘致活動の展開である。すなわち,米 沢市に所在する
山形大学工学部や出身者の人脈を使 った誘致活動や,市 役所に誘致を担当する職員を比較的早
くか ら貼 り付けて誘致活動を展開 した5)。工業団地など,い わゆる誘致の 「呼び水」 がなかっ
た1950,60年 段階において,大 手6社 のうちのMT社 とHY社 が進 出している。
その後,1970年 代 になると,工 業団地の建設によって,誘 致はさ らに本格的に展開 された。
なかで も,1973年 に,国 の工業再配置政策の下で,中 核工業団地 として全国第1号 に指定 さ
れた八幡原中核工業団地の建設によって,そ れは大きな弾み となった。1997年 時点で,米 沢
市全体 に占める工業団地に立地する工場群の割合は,従 業者数 ・出荷額ですでに3割 余に達 し
ている(米 沢市,1998)。 大手6社 のうち,TP社 の進出がこの時期 に当たっている。 か くし
て,米 沢市の工業は大きく飛躍するとともに,電 機 ・電子に限ってみてもそれまで以上に厚み
のある業種を構成するようになった。
3)電 機 ・電子工業の企業構成と支援組織
まず,1990年 代後半 における電機 ・電子工業の大 まかな企業構成をみてお くことにす る
(山形県 ・米沢市 ・米沢商工会議所,1997)。
企業群 を階層や生産の特質からみると,ま ず最上位に位置するのは大手企業群であり,こ れ
は進出 してきた分工場か らなる 「素材型」と,地 元企業との連関を多 く有する 「加工組立型」
とに分かれる。上述 した大手6社 は後者に入る。その下に一次下請企業群が存在 し,こ れも主
に地元大手6社 と関連のある,あ るいは域外の大手 メーカーとの強い リンケージを形成 してい
る 「製品 ・技術提案型」企業群と,「独自の製品や技術をもって系列にとらわれないかたちで
事業が自立化 している」「中堅自立型」企業群とにわかれる。前者の企業群 では,地 元大手6
社の複数 と取引を有するとともに,域 外企業 とのリンケージを持つものも増えてきている。こ
の中には独 自の製品開発を手がけている企業 も少なくない。後者の企業群は,と か く大手6社
のことばかり注目される米沢の電機 ・電子,機 械工業にあって,少 数ではあるが無視できない
存在に成長 しつつある。 これは業種的にみれば,電 機の他,一 般機械に特に多いのが特徴であ
る。 これ らは企業間ネットワークにおいて大手や前者の下請企業群ととともに活動 しており,
学習の過程で相互に刺激 しあっている。 その下に位置するのが小零細の二次ないしは三次下請
企業群で数の上では最 も多い。親企業への依存度が高 く,市 場開拓にも積極的ではない。
最後に,米 沢市における電機 ・電子工業関連の産業支援組織 ・機関を概観 しておく(図2)。














米沢 電機 工業会(1985年 設立,52社)
総務,研 修 ・開発部会/テ クノサー クル
電 子機 器機械 工業振興協議会
(1981年 設立,19社)
新産業 ・しごと創 り協議会
(ベ ンチ ャー ラン ド米沢,1997年 設立)







図2米 沢市 における産業支援組織 ・機関(電 機 ・電子関係,1998)
資料)米 沢市提供資料により筆者作成
電機工業会(以 下,工 業会)が ある。 これの会員でもあり,市 役所に事務局がある,地 元中堅
である1次 下請層からなる米沢市電子機器 ・機械工業振興協議会(以 下,電 振協)が あり,こ
の2者 が本稿の主たる対象である。 この他,前 述 した八幡原中核工業団地への進出企業群から
なる八幡原企業協議会がある。 これと工業会はともに,八 幡原中核工業団地にあって,会 議室
の貸与や各種研修な'どを独 自に展開している 「テクノプラザ米沢」 に事務局を置いている。
こうした工業を囲むように,公 的な支援機関が存在する。まず,米 沢市に関係するものがあ




この他に県の置賜事務所がある。商工会議所は,第 二工業部会に電機 ・電子工業を組織 し,後
述のように工業会設立にあたっては重要な役割を果たした。
米沢市の工業を語る場合に忘れられないのが,山 形大学工学部の存在である。1949年 に設
立 され,1953年 に財団となった産業研究所(産 研)は,,地 域企業 との共 同研究の実施 の他,
テクノポリス財団との研究活動も行っている。「ヤーンズ」は1989年 に設立 された。若手研究
者の資金確保が当初の目的ではあったが,現 在では30人 前後が活動 して,企 業 との研究交流
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などを行 っている。 この 「ヤー ンズ」の活動がきっかけとなって,1992年 に設立 されたのが
地域共同研究センターであり,産 学の研究交流や地域産業との連携を担っている。いうまでも
なく,山 形大学関連の支援組織の活動は市内企業群に限定されているわけではない。
3.1970,80年 代 に お け る 電 機 ・電 子 工 業 の 再 編 成 と企 業 間 ネ ッ ト
ワ ー ク の形 成 の 背 景
ここでは,ネ ットワークが形成された1980年 代 に先立つ1970年 代に遡 って,ま ず地元大手
6社 が業界内,系 列内の再編の中でどのような状況におかれ,い かなる課題を抱えていたのか
を,主 にYN社 を事例にして(米 沢日本電気,1992),み ていくことにする。YN社 の動向は,
上述のように,TY社 のそれと並んで,米 沢の電機 ・電子工業に対 して強い影響力を持 ってい
た。次に,同 じ時期にその再編あ中で,地 元下請企業群が どのような課題に迫 られていたかに
ついて,電 振協を中心にみてい く。
1)大 手6社 が抱えていた課題:製 品転換と本格的な品質管理活動
1970年 代以降の起点は第1次 オイルショックであった。それ以 降の不況の中で,徹 底的な
「減量経営」を迫られていた。NY社 も1974年,操 業開始以来とも言えるほどの受注の急激な
減少に直面 した。初めての危機に対 して,「 自力更正計画」として 「新規事業の開拓と販路の
開拓」6),「減量化と経営体質の改善」,「長期の社員派遣(関 連会社)と 余剰人員の削減」 の3
つの方針を掲げて対処にあたった。
なかでも,余 剰人員対策は,他 の対策に先立って,短 期間のうちに矢継 ぎ早に推進 される。
新事業を模索するための技術 ・技能を習得する目的で,親 会社であるN社 の各事業場 に社員
が派遣された7)。また,子 会社の米製置賜製作所(現OT社)の 鮎貝 ・今泉の2工 場を閉鎖 し
て,南 陽工場に集約 し,減 量化 した。操業短縮b一 時帰休も実施 した。1974年 から翌年にか
けて,希 望退職を募 り約150名 が退職 し,残 った従業員も一部賃金カ ットを実施 した。ベース
アップ停止,賞 与の分割払いなどは1978年 まで続 いた。1973年 に約900名 いた従業員 は,
1978年 には約550名 にまで減少 した。
しか し,第1次 オイルショック以降の再編成はこれにとどまるものではなかった。YN社 の
「自力更正計画」における 「新規事業の開拓 と販路の開拓」にもその一端がみ られ るように,
当時,米 沢に立地する大手(TP社 を除 く)は 新たな転換が迫 られていた。その第1は,製 品
と生産におけるマイクロエ レク トロニクス(ME)化 への対応という問題である。第2に,こ
のことの裏返 しの問題であるが,「官需から民需へ」という新規市場の開拓の課題へ対応であ
る。 そして第3に,こ うした転換を迫 られる中で,基 本的には大手電機 ・電子メーカー系列の
生産拠点であるという地元大手は,・自ら上の転換を図 りつつ,し か も下請を含めて生産 ・品質
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管理の向上 を徹底的 に推進 しなけれ ばな らなか った。
第1と 第2の 課題 は,TR社 を除 く大手5社 にと っては,メ ダルの表裏 の関係にあ るの で,
両者を まとめてみ てい く。YN社 だけでな く,大 手 のTY社,HY社,YD社,MT社 の いず
れ もが,割 合 の違 いこそあれ電電公社 に依存 してお り,オ イル シ ョック以降,そ の受注 の漸減
傾 向 とい う問題 を抱えていた。 しか も,そ の問題 は,製 品 と生産 にお け るME化 の進 展 のな
かで,よ り深刻にな りつつあ った(YD社 は主 に生産 のME化 の問題)。 とい うの も,電 電公
社 の需要 に限 らず,こ れ らの大手5社 が得意 としていたの は,メ カニ カル な ものが主体 だ った
か らであ る。 したが って,製 品開発 と製造工程 におけるME化 の推 進 とい う基 本 的な課 題 に
対応 しつつ,同 時 に 「官需 か ら民需 へ」 とい う新 規市 場の開拓 の課題 に も対応 しなければな ら
なか った。 しか も,製 品開発 や新規市場 の開拓にあた って,そ れ まで基本的 に部 品生産 が中心
で あ った大手5社 にと っては,低 付加価値 の部品か ら高付加価値の部品 ない しは完成 品への転
換 も同時 に果 た していかなければな らなか った。
YN社 で は,こ の時期,こ う した2つ の課題 に対応す るために,完 成品組立 への転換 が急速
に進 め られつつあ った。1970年 代 は じめにす でに導入 が始 ま って い た ク ロスバ 交換 機 の専 門
工場 としての受け入れ態勢 を整 えたの に続 いて1フ ァク シミリの組立(1974年)を,さ らに
コンピュー タ周辺 端末 装置(銀 行端末 ・通帳 印字 な ど,77年)をN社 か ら受 注 して い る。 ク
ロスバ交換機(メ カ式,後 に電子式)の 組立 は親会社 であるN社 の事 業場 再編 に伴 う受 注で
あ った。 それ に対 して,後 二者 が今後の取.り組 むべき方 向であ るME・OA機 器で あ り,な か
で もフ ァクシ ミリはN社 が電電公社か ら受注 して間 もない製 品の受注であ った。
さらに技術開発,な かで も 「OA機 器 の自主 開発」 に向けた基盤づ くりにも着手 して い る。
N社 に数度 にわた り開発技術習得 を 目的 に要員 を派遣 して,マ イ ク ロプ ロセ ッサ 技術 や デ ジ
タル回路技術の導 入を試みてい る。 これ によ って,1970年 代後半 の本格 的 な 「電 子 デバ イス
化 とソフ ト化の技術革新」への対応が可能 とな った。OA機 器への シフ トとそれ を支 え る技術
開発 の定着 によ って,ベ ルや ブザーな どの旧来型 の電磁部 品の漸減傾 向は徐々に埋め合わ され
てい く8)。この転 換努力の一つの成果 と して,1982年 には,そ の後のYN社 の命運 を決め るこ
とにな る,自 主 開発に よるOA機 器(プ ロッタ ・プ リンタ)が 製 品化 され た。 こ こで重 要で
あ ったのは,単 に 自主 開発 によ る製品化 とい うだけではな く,こ れが社員に自信 とな って,ラ ッ
プ トップ型パ ソコン,ノ ー ト型 パ ソコ ンの開発へ と受 け継 がれてい った ことであ る。
.とはいえ,完 成 品組立への転 換はそれ程容易 ではなか った。 例えば,フ ァクシ ミリの受注が
立 ち上 が ってか らも,構 成部品の加工の問題 や形状 の問題,部 品点数が700点 数 に及ぶ ことに
よる組立 の複 雑化 した ことに伴 う組立技術の問題 な どが起 こってお り,社 史 に も,「 当社 で は
かって経験 した ことのな い装置であ った」 とある。 こうした転換の課題は,い かに大企業 をバ ッ




非常に深刻な問題であった。1980年 代に至 って,転 換のための方策の重点を 「生産 システム
の再編成と社員の意識改革」,つ まり下請企業をも巻き込んだ生産 ・品質管理 の徹底へ とシフ
トさせるのはまさにこのためであった。
この問題をさらに深刻化させたのは,こ の時期,電 電公社における品質管理が厳 しくなった
ことである。品質管理の徹底は,当 時,大 手5社 のいずれ もが電電公社の認定工場であったの
で,一 人YN社 のみの問題ではなく,ま さに地域に立地する大手5社 の共通課題であった9)。
YN社 は生産 ・品質管理を推進するために,ZD運 動(1969年 導入)を 発展させて 「30(サ
ンゼロ)作 戦」lo)を準備 し,1980年 度か ら展開する。 しか し,導 入当初は十分な成果 が上 が ら
なか った1')。1983年以降 「30作戦」を 「N-30作 戦」 と改称 して,改 めてこの運動 に本格的
かつ具体的に取 り組みはじめる。1984年 にはTQC導 入を宣言 し,品 質管理活動を文字通 り全
社あげて活発 に展開 してい く。
品質管理活動の重点としては,① 設計開発段階における品質保証体制の整備,② 超短期開発
実現のための購入品,外 注品の品質管理,③ 問題解決による失敗 コス トの削減,の3点 であっ
た。そこには,下 請の品質管理,つ まり外注管理にまで踏み込む必要があるという認識が示さ
れている。その下で,表2に あるような,品 質管理の体制整備 とそれを推進するための活動が
























「日本科学技術連盟」加入,N社 による導入オ リエ ンテーション,「品質保証委員会」設
置,外 部教育機関への受講者派遣
「TQCの 導入」宣言
「TQC推 進委員会」・「TQC推 進本部」設置,「TQCニ ュース」発行,社 内報に 「T
QCだ より」掲載
「シンボルマークの制定」,「月例の改善事例発表会」




10月 に,取 引企業や一般市民に も聞いて もらうという趣 旨で,米 沢市民文化会館において
「全社QCサ ークル大会」が開催されていることである。 これは,後 に述べ る 「米沢電機工業
会」が1985年3月 に第1回 改善提案発表大会を開催 しているが,そ の6ケ 月前のことである。
YN社 の品質管理活動が他の大手5社 においても同 じように進められていたかは定かではな
い。 しかし,電 電公社における品質管理の強化でみたように,各 社 ともに,1970年 代後半 に
,は,そ の対応の程度 の違 いを有 しなが らも,自 社内での品質 管理 活動 を開始 してい たと思 われ
る。 また,な か には この動 きを,YN社 と同様 に下請企業 にまです でに拡大す るア クシ ョンを
起 こ して いた可能性 も高 い'2)。
2)下 請企業群が抱えていた課題 ・
(1)階 層構造 と下請企業群の状況
まず,1984年 における米沢市の主な電機 ・電子関連企業をみておく(表3)。 大手6社 のう
ち,地 元中小企葉群 と関連が深いのはTY社 ・YN社 ・YD社 ・HY社 の4社 である。 これ ら
は製品や企業の特性を反映して一様ではないが,域 内にそれぞれを頂点とするあまり背の高く
ない(多 くは二次 レベルまで。内職を含む)ツ リー状の下請組織をつ くりあげている。大手6
社のうちMT社 とTP社 は,製 品特性 と生産のみの分工場 としての色彩が濃いので,企 業内
地域間分業に制約 される面が大きく,域 内連関が少ない。
電振協の会員企業は,大 手4社 系列,シ ャープ(以 下,S社)関 連,お よび独立系(東 北各
地の電機関連メーカーと関係)か らなり,系 列以外における取引の複数化(現 在,こ れはさら
に進んでいる)が 徐 々にすすみつつあった。金型など一部の企業を除いて,そ の下にさらに下
請が存在 し,M1社 やU社 では内部で受発注関係がある。
地元大手4社 以外で,域 内で目立つのは,S社 関連の企業が少なくないことである。その系
列の一角をなすHグ ループ企業が八幡原中核工業団地に進 出した ことによって拡大 し,そ れ
は域内を一部に含みなが ら二次 ・三次(S社 を頂点とすれば三次 ・四次)下 請層を形成 してい
る。また,一 次下請の地元中堅企業群も取引の複数化にあたっ'てS社 関連への市場開拓を試
みている。この他では,1980年 代から90年 代の市場開拓を通 じて,東 北地方各地 に進 出して
きた大手電機メーカーの分工場や,遠 くは関東の企業 との連関を強めているものも増えつつあ
る。ただ し,こ れ らは個別的な動きで,ま とまった数にはなっていないとみられる。
電機 ・電子工業関連の市内優良企業群 にも簡単 に触れてお く。 まず,進 出企業が多 く
(KY1,KT,SK2,SK4,TT1,TT2,NP,YK1,YK2など),こ れ らは域外 との独 自の リ











主 要 製 品
1.大 手6社
TY 194f 792(366)電信電話公社ノ松下電器産業ノソ二一 M1/Uノ 県内電話機ノ計数機器ノ情報機器
TP 198] 360(257)パ イオ ニア ? スピーカー1ス テ レオノLD
HY 1969 690(209)日立製作所(武 蔵工場) Hノ市 LSI!電 子応用機器
MT 196: 331(165)松下電器産業および関連企業 県 水晶振動子ノ水晶発振器!水晶フィルタ
YD 1944 480(130)電信電話公社ノ東北電力1富士重工業 県'Y,N ケー ブル1ワ イヤーrワ イヤーハーネス
YN 1951 830(320)日本電気1電信電話公社1EI立製作所域!M2/M1 ファクシミリ1電子交換機!プ リンタ
2.電 振協
0 194E 22(4) YN!TM 県'市 電気通信機部品
KP 1969 32(4) 東北 アル プス1TY/Mt/ti 市内 電請機'計 数器 ・スイッチ等の部品
SP 1979 11(且) YD/TY1キ ャノン1パ イオニア ? ブレス金型1ブ レス加工
SH 1980 2L5(86;シャー プ 域1東北 組 立～基板1イ ンサー ト
T 1974 34S(173)シヤー ブ 域〆市内 VTR1カ ラーテ レビ
TH 1953 且81(4C) 広重産業 市!関 東 ヒデオ用 ドラム
N 197? 83(63)YD!Ml1YN 域1市 コイル組立'ビ ニール計尺1基 板
NH 194: 51(6) 日刃物産 ? 農機具用 ・木工器具用刃物1草刈り鎌
HD 1983 且80(44) HY 域!東 北 LSIノ マイコンシステム
M2 1957 65(37)YN 域!市 テレビ用マグネッ ト1プ リンター組 立
Ml 1968 240(130)TY!YN!ア ル プス電気 市内 スイッチ1カ ウンタ!フ ァクシミリ
Y 196! 102(6S)YD ? ワイヤー八一ネス1コ ー ド類
u 197( 271(170)TY1ク ラリオ ン1山形 日電 県1域 組 立(カ ウンタ ・ア ンプ ・チュ ーナー)
YS1 19T, 18(9) 柳下精工!TYIM1!U ? モール ド金型1プ ラステ ィック成型
YS2 197! 20(5) プラスエンジニアリング ? 精密金型用ピンノ精密機構部品
R 1976 31(8) 朝日金属エ業〆黒沢通信工業ノYN ? ?
3.市 内優良企業
AD 198; U(8) YN 内職 コイル巻線 ・同組立
KY1 1976 49(6) 三菱重工 ・キャタピラ三麹 日立建機 ? 建設 ・産業機械の溶接構造部品
KT 197] 17(12)シメオ精密ノ大泉製作所1日本石英碍子 ? 磁性材の精密切断 ・成形加工
KY2 197: 72(14>東京三洋1三菱電機ノ東北金属 市 リー ドフレー ムノ精密金型ノ磁性材切断
KK 1983 3(0) 川西電子/マ ル コン電子 市 コンデンサー治工具
SS1 1979 20(15)YN 市 電子回路パ ッケー ジ組立
SK1 1979 7(o) キツダ ? 超硬ブレス金型
SK2 198( 70(6) 富士重工業/神戸製鋼所1大和鍛工 関東 アルミニウム合金鍛造'
SS2 1980 12(4) TH ? ?
SK3 197: 68(60)高畠電子ノT ? 基板組立
SK4 L954 195(3正) ミヤギ ヒデオテ ックノソ二一関連 関東1県!市合成樹脂 ケー ス!ス ピアシステ ム
SDI 1972 36(23)YN.東 北沖電気〆タムラ製作所 ? OA・ 通信機器 ・計測器の組立
SD2 1973 130(110)松下電工!リ ズム時計!セ イコー電子 ? 時計組立 ・ワイヤーボンディング加 工
TS1 L981 18(9) YN/YDノ クラ リオン(日 石) ? ネ ジノシャフ トノブー リ
TK 1965 u(1) 日本電気 ? IC金 型
TS2 1957 57(28)TYIU/M1 市 電話機 ・計数器部品～端子部品
TT 且915 且0(0) ? ? 機械加工
TT1 1939 89(58)? 域1関東 通信機器の保安器
TT2 1981 5(2) 神田通信工業/光輪技研〆シチズン 関東 露語機!熱転写プリンタ
TDK 1981 20(14)TY ? 電話機ダイヤル組立1特殊印刷
NP 1973 4](19)日本 ミリポァ ? 精密濾過フィルタ
HK 1972 63(9) ソニー関連ノ富士通1日 立関連 域ノ県ノ市 磁気テープ関係機械ノコンデンサ 自動機
HS1 1963 41(7) ? 東北1関東 各種ネジ
HS2 1963 9(6) TYノ 千代 田工業ノM1/U ? 切削加工
MD 1980 5(4) 丸田電子 ? 水晶加工
YK1 t965 75(7) 三菱電機ノトヨタ1日 本電装 ? NC,旋 盤,航 空機部品
YSl 195? 270(60)? ? タ.ッブ1セ ンター穴 ドリル
YAK 正978 17(8) 小堀製作所!世田谷工菊 光洋精機 ? 表面処理
YK2 1973 35(14)TYIMI1千 代田工業 ? 各種プラスチック部品
YS2 1975 12(2) 青木製作所 ? 交換レンズ枠の加工
YZ 1976 44(10)ゼネラル ? 基板組立,イ ンサー ト
YH 1933 31(7) 秋山精鋼!丸江製作所1黒沢通信工業 ? バネノ丸棒鋼研削加工
YHK 1972 24(D YN1ア ルプス電気 キツダノTY ? 放電加工
註*)市:掲 載企業以外市内企業,域:置 賜地域,県:置 賜 以外県内,東 北:山 形以外東北各県




1980年 代初頭における下請企業群の抱えていた課題を,下 請企業が 自らどのよ うに把握 し
ていたかをみていく(米 沢市受注開拓促進会 ・米沢市 ・米沢商工会議所,1984)。
まず,発 注企業の動向について,「作業工程の合理化,内 製化」を進めてお り,そ の下で,
外注管理ではコス ト削減 と品質 ・性能の向上,短 納期化が厳 しく要請されている。下請再編で
は,「技術水準の高い企業や,ユ ニ ット部品,完 成品など加工度の高い製品」を生産できる,
比較的規模の大きい下請企業への集中発注が強化されている,と みている。
これに対 して,下 請企業としては 「従来のように単純加工品に特化 しても」量的拡大が困難
な中で,高 付加価値品受注,新 分野開拓,加 工技術のさらなる高度化への取 り組みが不可欠と
なっている。同時に,「品質管理,合 理化,人 材の育成,受 注の安定」 をさらに強化す ること
が重要である,と 捉えている。電振協会員企業に関 しては,自 社独 自技術の開発がポイン トと
され,主 要製品の自社設計,自 社設計による工程合理化,主 力機械の自社開発などが必要であ
る。また,新 分野開拓,新 規受注の開拓,メ カ トロ化を強化するために,マ ーケティング能力
の重要性,大 手 との競争など,前 者と併せて集中発注を受ける下請企業 として一段高い課題を
設定している。
課題 に対する振興策としては,次 の8点 が指摘されている。すなわち,業 界動向や技術情報
に対して高いアンテナをはるための 「情報の収集」,QCD(品 質 ・コス ト・納期)の 要求 に対
応 した 「技術水準の向上」,「人材の育成」,親 企業との一層のパイプを強化すする一方で,親
企業依存体質を改善するための 「受注の安定 と開拓」,グ ループ全体として強化のために 「協
力工場,下 請グループの育成」,山 形大学や県工業技術センター置賜試験場 など 「専門機関と
の連携」,産地 ・地場産業 として成長 してい くための 「地域社会との融和」,そ して共同受注や
仕事の相互交流を可能とする 「会員の相互理解 と交流」である。
報告書として 「行政文書」化 しているために,い ずれも 「玉虫色」の色彩が濃厚であるが,
その中で 「情報の収集」・「技術水準の向上」・「人材の育成」・「受注の安定と開拓」・「協力工場,
下請グループの育成」などいわば 「本音」にあたる部分は しっか りと網羅され,そ の部分の記
述の量と内容か らは,上 述 した下請企業 として一段高い課題の解決がなければ,中 核企業 とし
て生き残れないという深刻さが伝わって くる。
4.電 機 ・電子工業における企業間ネ ットワークの形成 と展開
こ こではまず,2つ の企業 間ネ ッ トワー クの 目的,活 動,会 員 など組織 の概要 をみて い き,
しかるのちにネ ッ トワー ク形 成の事情 ・経緯 と,そ れ に関 わった地域 のアク ターた ちの思 惑 と




電振協は,1981年 に市内大手企業の一次下請企業を 「中核的企業 として位置づけ,垂 直的
な関係か ら水平的な関係で連携を図ること」(同会の 「パ ンフレット」より)を 目的に,市 内
一次下請企業7社 で,市 の補助金事業の受け皿として組織 された。 年間の補助金は180万 円
(設立当初200万 円)で 運営されている。会員数は1982年 に14社 に増え,84年 に16社 まで
増えてピークになるが,そ の後会員の若干の入れ替えを含みながら1999年 段階で14社 である。
活動 は,「会員 の経営基盤強化のため,懇 談会,研 究会,交 流会等の開催」,「研究開発及び技
術水準向上に関する情報の収集 と交換」,「大手企業との取引の円滑化と下請け企業 の育成」
(以上,同 上),の 大きく3つ を柱にしている。事務局は市役所に置かれているが,現 在ではす
.でにかたちばかりのものになっている。
他方の工業会は,1985年,米 沢市を中心 とする置賜地:方に拠点を持つ電機 ・電子関連企業
28社 によって,地 域の技術力向上と,そ れを通 じて地域経済と住民生活の維持向上をめざし
て結成 された。純然たる民間団体であり,会 員の会費によって運営され,市 内だけでなく置賜
地方の地元中堅(下 請)企 業が加わって発足 している点も,電 振協 と性格を異にする。会員は
その後増えて,1999年8月 現在47社 ・団体(う ち2社1団 体は賛助会員)に なっている。組
,織は,総 務部会,研 修部会(そ の下に女性部会),開 発部会の3つ の部会 と,広 域交流企画委
員会 とからなっている。工業会は,「互いに同業でライバ・ル,そ れぞれの企業系列 に属 しなが
ら,情 報交換,収 集,技 術向上,人 材育成,受 注開拓を柱 として現場改善を紹介 し,仕 事も流
通 し合 うなど,"競 争 と協調"を スローガンに活動 して」(同会の 「パンフレット」より)い る。
事務局は,当 初は商工会議所内に置かれたが,現 在では 「テクノプラザ米沢」に移されている。
(1;米 沢電子機器 ・機械工業振興協会(電 振協)の 形成
電振協の設立に至る事情は必ず しも明らかではない。電振協設立を担当 した米沢市商工観光
課の元職員(2名)に よれば,設 立に至 る事情は以下の通 りである。最初に動き出したのは米
沢市であった。その背景は,1975年 まで市長であった吉池氏が唱えていた考え,つ まり 「米
織」の単一産業依存か ら産業構造の多角化を図る必要があり,そ の一環として,企 業誘致を進
める一方で,す でに地歩を固めつつある電機産業の組織化,し かも地場の中核企業の横の連携
と組織化が重要であるという考えが,職 員のレベルまで影響 していたらしい,と のことだった。
市が支援するためには,そ の受け皿 としての組織を作る必要があった。「らしい」 と表現 した
のは,吉 池市長の在職が1975年 までである一方で,電 振協の設立が1g81年 であるという時間
的なズレがありなが らも,吉 池氏の考えが,当 時の商工観光課にも大 きく影響 していたとみ ら
れるからである。




必要に迫られていた し,な かには大手に対する個別では弱い交渉力を少 しでも強化 したいとい
う要求をもっていたものもあった。「地元企業」,「趣旨に賛同」の2点 を必要条件 に,大 手6
社の系列企業を巻き込むかたちにしたかった。地元下請企業では,T社(K氏),M1社(T
氏),U社(K氏)の3人 が市側の提案に対 して積極的に応 じた。設立 にあたって参加 したの
は,こ の3社 の他4社,計7社(内 訳はTY系3社,YN系2社,YD系1社,域外系1社)
であった,と 元市職員は述べている。
当時,親 企業一下請の系列関係は非常に強固である中で,大 手6社 の了解な しに,系 列を越
えて下請企業を組織化 していくことは困難であるばかりか,そ の後の下請企業への影響 も心配
された。そこで,親 企業に対する説得には市側があたった。大手6社 のなかでは,TY社,YN
社,TP社 が地元中堅企業の経営基盤強化という趣旨に積極的に賛同してくれた'3),とい う。
行政は当初,「黒子」に徹するつもりでいたので,受 け皿組織の設立にあた って,商 工会議
所 に事務局を担当 してもらえないか働きかけていた。 しかし当時,商 工会議所では,繊 維 も含
めた工業は 「工業部会」に一括されていたために,電 機だけ,し かもその一部だけを別扱いに
することになるとして,市 側の提案に難色を示 した14)。そこには中心である 「米織」以外の産
業を別扱いにすることへの抵抗,い わば 「繊維の壁」がまだ強かった。その点では市の方が繊
維産業に対する距離感を保持 していたということにもなる'5)。そこで,市 は自ら事務局 を担当
し,立 ち上 げざるを得なかった。こうして米沢市の呼びかけによって電振協が設立された,と
元市職員は理解 していた。
こうした事情だけか ら,「市主導」による組織化であったと即断はできない。 先の 「時間的
ズ レ」はさてお くとして も,先 の商工会議所の対応を持ち出すまでもな く,繊 維工業が中心の
米沢市にあって,し か もこれ といったフォーマルな業界調査なども実施 していない'6)市側が,
動 き出 した当初か ら個別業界に踏み込んだ 「地域産業政策」に関わる確固たる考えを持つ こと
はかな り難 しいと考え られるからである17)。
一方,下 請企業の中には,市 が働きかけた段階ですでに 「大手に対する個別では弱い交渉力」
強化を要求するものが存在していた。 また,電 振協の組織化にあたって積極的に動いたT氏
(Ml社)に よれば,地 元下請企業には,系 列のみからの情報に依存 しなければならないことに
対する強い不満があったし,「我々が市をたきつけて,大 手6社 の説得に回 ってもらった」 との
ことである。ただし,こ れがいつの段階で,市1ご 働きかけたものかは判然としない。
また,設 立当初の会員企業の経営者がすでにかなり顔見知 りであった。 そのこととも関係す
ると思われるが,地 元大手系列でないT社 が設立当初か ら会員に入 っている。 こうしたこと
などか らみて,設 立以前か らインフォーマルに連絡を取 り合 う程度ではあるが,系 列を越えた
緩やかな経営者間のネットワークがあったものと推察 される。 この人たちが,市 の上層部 も参
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加す る会合などの機会に,電 機業界の情報をインフォーマルに伝えなが ら実情などを訴えるこ
とは十分 にありうると考え られる。当初から,業 界情報や個別産業政策に踏み込み得たのも,
こうした市側の 「学習過程」があったればこそ可能であったのではなかろうか。 しか し,強 固
な系列の中で彼 らは表だって動 くことはできない。 また,企 業側からすれば,活 動のための補
助金が目当てであり,他 方で市側 もこの施策を実行に移せば,補 助金の支出が前提となる。そ
こで,ま ず市側に産業振興という名目で動き出してもらって,し かる後に企業がこれに側面か
ら呼応するかたちで動いて組織化にこぎつけた,と いうのが関係者からの話を総合 して見えて
・くる実像 と思われる。 したがって,表 向きはあくまで 「市主導」なのである。 これに関する傍
証については,後 述の電振協の活動の項をも併せて参照 されたい。
(2)米 沢電機工業会(工 業会)の 形成
電振協に比べて,工 業会の設立経緯はず っと明瞭であり,ロ ーカルな背景は次の通 りである。
第1に,商 工会議所をめ ぐる動きである。当時の米沢商工会議所には工業部会があったが,
繊維業界が依然として中心であった。電振協設立 における会議所の対応で触れたように,す で
に繊維中心の一部会制には地元でも不満があり,限 界が見えていた。そこで,繊 維を 「第一工
業部会」として,そ の他の業種を対象とした 「第二工業部会」が作 られた。それでも,業 種が
多様であるため電機のみを対象とした取 り組みには限界があったIF)。そのため,電 機のみを対
象 とした組織の必要性が認識 されるようになった。第2に,「 電振協」の活動にあた って,品
質管理などの研修を行うには,実 際上,大 手6社 の協力が必要であった。また,大 手6社 にとっ
ては,地 元下請企業が技術水準の向上や納期の厳守といった生産管理能力を向上させ,し か も
自社への依存度を下げて くれることは,外 注品のコス トダウンや品質管理のためにも重要であ
るという共通認識があった19)。第3に,大 手6社 の間にはインフォーマルな横のネットワーク
がすでに存在 していた。一つは,「松川会」という労務管理(特 に,ロ 山カルな賃金水準をめ
ぐって)な どの情報交換を行 う組織があり、そこでの 「交流」経験が系列を越えた組織の形成
にプラスに作用 したとみ られる。 もう一つは,大 手6社 の社長(工 場長)の インフォーマルな
会合の場があった。地元大手は分工場や子会社であり,社 長(工 場長)た ちの多 くが単身赴任
者であった。 そのため もあ って,夜 の飲食でたまたま一緒になることも少な くなかった。まし
て,酒 好きともなれば,そ の機会が多 くなったことは容易に想像できる20)。そうした場で,各
社の実情についてはかなり情報交換されていたとみられる。
こうした背景のもとで,業 界を統一 した団体を設立する機運が高 まった。 これをバ ックにし
て,発 起人の一人であるM氏(YN社)を 中心に設立に向けて具体的に準備に取 りかか った。
事務局の問題では,電 振協設立の時と打 って替わ って,商 工会議所が事務員付きで引き受 け
た21)。また,設 立に向けた会合で,大 手6社 のみならず,電 振協のメンバーも,品 質管理 など
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の問題については一緒にやった方がいいという見解で一致 し,大 手6社 と電振協との話 し合い
もついた。 これは,上 述 した背景からみて,あ くまでフォーマルな確認であったと思われる。
か くして,大 手6社 のうち4社 の社長(TY社S工 場長,YN社,HY社 そ してTP社)が 発
起人となって工業会は設立の運びとなった。
当初,大 手6社 と電振協15社,計21社 で動 き出す予定であったが,設 立段階で28社,し
かも市外の企業か らの参加 もあった。当初の参加企業の一部には米沢市の周辺市町村に関連企
業を有するもの もあり,こ れ らにも品質管理などの能力向上を図 りたいという思惑 も働いてい
たと思 われる認)。電振協が 「米沢市」となっているのに対 して,工 業会では 「米沢」 と 「市」
がとれているのはこのためである。その意味では,工 業会は,目 的で 「市民」生活の維持向上
を調おうとも,当 初やはり経済的リンケージを前提 とする企業間ネットワークの側面が前面に
出ていたことが窺える。
2)地 域的,組 織的 「学習」の展開
ここでは,資 料に基づいて,電 振協 と工業会の活動内容を紹介する。
(1)電 振協設立当初の活動から
設立当初の1981,82年 度における電振協の活動は,米 沢市電子機器 ・機械工業振興協議会
(1983,以 下,電 振協報告)か ら知ることができる。 これは,市 か ら補助金 を得ていたことか
ら,タ イ トルから予想されるものとは違って,む しろ2年 にわたる補助金による活動の報告 ・
記録 としての色彩が濃い。その活動は,そ の後の電振協の活動の原型を成 している。工業会が
設立された1986年 以降,電 振協の活動の多 くは工業会と重複するようになる。
電振協報告は,助 金事業の報告書としての体裁を整えるためにかなり無理な 「表現」を して
いることがわかる(表4)。1981年 の活動に 「振興計画作成」という用語からわか るように,
電振協への補助は,表 向きは電機 ・電子工業の 「振興計画作成」のためであった。その一方で,
「トップセ ミナー参加」や 「合理化,近 代化先端技術の調査研究」,「需要開拓事業」,「人材育
成 と技術水準の向上」などがあることからわかるように,電 機 ・電子工業の 「振興」,あ るい
は中堅企業育成のためには,企 業 トップの研鐙の機会や企業の 「合理化 ・近代化」,「技術水準
の向上 ・人材育成」に向けた情報収集,産 学官交流,さ らに市場開拓が求められている。 こち
らこそが電振協側の 「本音」であり,こ れに対処するために補助金が必要であった。ここから,
形成の経緯に関する我々の先に示 した理解が,あ ながち我田引水ではないことがわかる。
さて,活 動の内容をみると,そ こには電振協のその後の活動のメニュー,原 型がほぼすべて
盛 り込まれている。同時に,中 小企業,あ るいはその経営者の間で作る各種のネットワークに
おける活動のための 「テキス ト」を見ているような印象である。





者の立場からすれば,セ ミナーの内容 もさることながら,人 的なつながりや経済的 リンケージ
を作る上で,と りわけ重要とのことである。
業界情報の収集という名目で,大 手企業の上層部とつなが りを持つ機会がつ くられ,さ らに
は地元大手の親企業にあたる大企業 トップによる講演会 も実施されている。行政に補助 された
フォーマルな組織であるので 「米沢市」の名前を冠 して企画できる一方で,呼 ばれる側にして
も出向 くにあた り,そ こに何らかの 「公益性」が意識されるので応 じやす くなる。 ここでは,



















































(3}1982/09/一13 東京都 山形機械工業展への出展 電振協主催
(U社,T社,Hグ ル ご プ)
(4)1982/11/29米沢市 山形大学産業研究所教授との懇談会 電振協主催
(研究所側5名)
(5)1983/Ol/21米沢市 「VM講 習のすべて」 電振協主催
(日本経営能率研究所所長)




1)合 理化,先 端技術の調査,研 究
(1)1982/06/16栃木県 合理化工場視察 電振協主催
(S社 矢板工場)





(1)日 時不明 ビジョン作成事業 電振協主催
4.人 材育成と技術水準の向上
(1)1982/05-83/01米沢市 VA職 場改善実践指導 電振協主催
(日本経営能率研究所所長) 会員各社で実施
(2)1982/07/17米沢市 「ロ ボ ッ トと は何 だ」 電振協協賛
(東京工業大学教授)
資料)米 沢電子機器・機械工業振興協議会(1983)
フォーマル には 「協力企業」 の1社 と しての受 注を介 した関係が基本で あ り,せ いぜ い 「協力
会」 の会合,当 然 の ことなが ら系列内に限 られた会合 ぐらいの ものであ る泌)。そんな立場 の企
業 が こう した機会 をフ ォーマルに作 るこ とができたわけであ る。 これの開催 に関 して も,ト ッ
プセ ミナーと同様 に,フ ォーマルな情報 とともに,イ ンフォー マル な情報 の入手可能性 も広が
1
り,さ らに人脈 ができ るこ とになる。
「合理 化 ・近代 化」 とい った経営改善 に向 けた情報収集 ・調査 活動で は,ま ず先進 的 な工場
の見学,こ こではS社 系列 の トップ企業 の工 場見学が2度 に わた り企画 されて い る。 明 らか
に,こ こで も会員企業 のすでに持 っていた人脈や 「ツテ」が使 われてい る。 会員 会社 相互の工
場見学 も,こ の種の企業 間ネ ッ トワー クではすで に 「お決 ま り」 の コースであ る。 会員企業の
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なかには,こ の企画以前にすでにこうした経験を持 っている企業同士 も存在 してお り,オ ープ
ンな関係にあったものも少なくない。 したがって,こ の企画は,こ れを機会にオープンな関係
になるというよりは,す でに存在 したオープンな関係の延長上に,あ るいはその拡張として位
置付けられている。各種の工業展の視察 ・見学も2年 間に三度実施されている。また興味深い
こととして,経 営改善のためのテキス トと思われる資料が購入されている。 この時期,.会 員企
業でも,品 質管理や生産管理をめ ぐる問題が喫緊の課題であったことを物語 っている。そして
これが,1982年 になると,「人材育成と技術水準向上」のための,会 員各社における職場での
実践指導へ とつながっている。
最後の活動の柱は市場開拓事業であ り,そ のためのパンフレット(米 沢市受注開拓促進会 ・
米沢市 ・米沢商工会議所,1984)を 作成 し,そ れを中央の上部団体で配布 している。この時期
に1つ の市 レベルで作成されたものとしては比較手早い方に属する企画であろう。今でこそ,
県,さ らには市町村 レベルで受注開拓用の企業名簿作成は一般的な事業 となってお り,最 近で
はそれをイ ンターネ ット上に流すことも珍 しくな くなった。比較的短期間のうちに実施に移さ
れていることをみると,当 時,親 企業による 「下請企業維持の困難性」の表明のなかで,下 請
企業にとっては受注の多角化 ・複数化を緊急の課題にしていたことは一面では確かなようであ
る。 ただし,元 市職員が述べていたように,こ れには別の側面 もあったことも事実である。す
なわち,受 注開拓事業は電振協の 「別働隊」であったことは事実にしても,市 としてはこの補
助事業をなんとか市単独ではな く,国 や県か らの補助金を引き出し,補 完 したかったようであ
る。そのために考えられたのが受注開拓活動(「苦 し紛れ」の 「受注開拓促進会」 の立ち上げ)
の 「挿入」であり,立 ち上げた本来の狙いであったようである。というのも,当 時としては,
会員企業 はすでに受注の複数化が進んでいた方であった。確かに,会 員企業の中には,専 属な
い しは,そ れに近いと思われる企業も存在 していることは事実である。 しか し,1980年 代半
ば以降,景 気が好転するに及んで,受 注開拓への熱意は急速にしぼんでいったとのことである。
そのため,国 や県か らの補助金がもっとも得やすいにもかかわらず,そ の後,こ うしたパ ンフ
レットは作成されていない。
この他に市場開拓事業としては,「山形県工業展への出展」も実施され,2社 および1グ ルー
プで出展 している。その後は電振協 としての出展が主流になっていく。 山形大学工学部との産
学交流の端緒 もこの機会に作 られている。後にみるように,こ れは,現 在では工業会の事業と
して多様なかたちで定着 していくことになる。また,こ こでも経営改善に関わる講演会が企画
されている。 これは会員各社での実践指導の締め くくりのような性格を持つとともに,講 演会
というよりオープンな場を設定 しているので,会 員以外への普及をも意図したものと思われる。




い る。 これ には,市 か らの補助金 によ っては じめて可能 にな ってい る企画や,「 米 沢市」 を冠
す ることによって企画 しやす くな った ものな どが少 な くない。 また,「 お決 ま り」 の企画 とは
いえ,会 員企業がす でに持 っていた人脈 や 「ツテ」 が フル動 員 されて いる。
② 工業会の組織 と 「学習」の展開
工業会の組織は,図3の 通 りである。理事会は10名 からなり,大 手6社 が必ず入 ることに
なっている。連絡会は3部 会長および1委 員長から構成され,そ れぞれの事業運営についての
連絡調整機関である。組織構造に関 しては,あ る規模以上の企業の組織が念頭におかれている。




多い部会では年に7回 か ら8回 の事業を行 っている。 「テクノサークルYONEZAWA」 のよ
うに外部との交流事業を入れると,年 に10回 を越す事業を展開 しているところもある。 わか
る限りで会議も記録 しておいた。女性部会(年 に34回 。ただ し,グ ループに細分化),研 修部
会(年 に24回 。ただ し,グ ループに細分化)の ような例がある一方で,広 域交流企画季員会
のように年1回 の会議だけで,あ とは担当者に任せているような場合もある。だか ら,ま すま
す単純な評価や比較は慎まなければならないが,事 業に会議の回数を合わせ考えると,ほ とん
どの部会 ・委員会で月に一度以上は活動 していることになる。 とにか く相当な活動量であり,
そのバイタリティには感服するばかりである。部会 ごとにみてい くことにする。
総務部会は総務部畑が主体 となって構成 され,「必要な知識,情 報,法 令,制 度などの研修
理 事 会
連 絡 会 事 務 局
脳
研修部会 総務部会 開発部会 広域交流企画委員会
女性部会 テ クノサー クル
YONEZAWA
会 員 企 業
図3米 沢電子工業会の組織





開 催 日 事 業 内 容 備 考
(1》06/17 第4回 地元高校との懇談会 高 校:9,企 業32
(2)09/10 第8回 会員ゴルフコンペ 25名
(3)正0/13 労務研修会 25社:30名
(4)LL/ll 第10ク リス マ ス パ ーテ ィ 300名
(5)Ol/13 平成10年 賀詞交歓会(新 年顔合わせ懇親会) 100名
[研修部会]〈 会議:24回 〉
U) 07/03-04第9回 マ ネ ー ジ メ ン トゲ ー ムセ ミナ ー 10社18名
(2)10/14-15第13回 実務者研修会 受講者25名
(3》ll/21 特別講演会 200名
(4)02/21 第19回 改善事例発表会 340名
(女子部会)〈 会議:34回 〉
(1)06/ll-12女性社員オフィスマナー講座 基礎:24名,リ ーダ ー:18名
(2}09/18 第6回 講演会 「女性の生き方 ・働き方」 129名
(3}10/16 第6回 女性社員企業見学会 市内2社1施 設:23名
(4)11/19 テーマ別全体会(手 話講習) 15名
[開発部会]〈 会議:5回 〉
(1)08/05-07産学交流夏期セ ミナー(山 形大学) 58名
(2}09/17 移動部会(1}工 場見学 市内4社:10名
(3)ll/11 移動部会② 工場見学 市内2社:15名
(4)12/02 産官交流会 12名
(5)02/05 第19回 工業技術見本市出展 工 業 会:1,企 業:1社
[広域交流企画委員会]〈 会議:1回 〉
(1}04/23 熊本県工業連合会通常総会 3名 派遣
(2)05/16 KIK総 会 ・工場見学会 3名 派遣
(3)07/17 KIK・ 米沢 ミドル交流会 KIK:23名,地元:23名
(4)09/02 茨城大学人文学部学生の企業訪問 教官1名, 学生20名
(5)09/05 東北開発権センター(企 業訪問) 5名




(2)07/ll 能力開発施設の見学(山 形市) 10名
(3)09/04-06先進地団体の見学(滋 賀県) 12名
(4)03 教育訓練体系作成事業
資料)米 沢電 機工業会(1998)「 平成10年 度 定時総会資料」
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勉強会を開催」(工 業会 「パ ンフレット」から)す るとともに,「工業会全体の要 として,よ り
強力なネットワーク構築のための」(同 上)企 画を担当している。研修勉強会に相当す るのが
「労務研修会」である。年初の 「賀詞交換会」は会員企業の トップと行政や関係機関 トップと
の 「顔合わせ」で,外 部 との太いネ ットワーク構築には欠かせないものとなっている。総務畑
らしいところでは,新 卒者の採用を前に して 「地元高校と懇談会」を開催 している。工業会の
地域内での認知度を示す同時に,参 加 した企業数からみて企業側の期待 も伝わって くる。
研修部会は改善事例発表会 と,経 営者から実務者 までの研修とを担当している。「女性部会
を組織化 し,女 性社員の戦力化を」(同 上)も 狙 っている。なお組織図では明示的ではないが,
「人材高度化委員会」 も事業活動か らみる限 り,研 修部会の下におかれている。活動の柱は,
改善事例発表会である。 この年の第19回 目の発表会には340名 が参加していて,ク リスマス
パーティを上回る参加になっていることが目を引 く。 これに関 しては,後 に改めて取 り上げる。
実務者研修は設立当初から行われている。経営者研修は,近 年ではマネージメントセミナーと
して継続されている。1990年 代になって動き出 し・た女性部会は,会 議の開催か らみると もっ
とも活発に活動を しており,オ フィス ・マナーや企業見学会といった仕事に直接関わる活動か
ら,女 性 ・人間としての教養を高めるための領域にまで活動が広がっている。人材高度化委員
会は,こ の年には,教 育訓練プログラム作成をめざして活動 し,ア ンケー トによる実態把握,
先進地などの見学をしている。
設立時にもっとも重視された品質管理に関わる事業の一環 として位置づけられた改善提案発
表会は,す でに20回 を越えている(1990年 まで年2回 の開催)。 開催の度に立派 なレジュメ
集が作成されている。入手できた第19,20回 のレジュメ集はA4版 で50頁 に及んでいる。改
善の内容に関 しては紙幅の関係か らコメントを控えるが,発 表は生産現場か ら事務までに及ん
でおり,レ ジュメとしてみて もその水準がわかるものとなっている。 レジュメ集の巻末に過去
の事例発表会の発表企業名,所 属サークル,テ ーマの一覧が掲載 されている。これによれば,
やは りおよそ9割 が生産 ・品質管理に関わる事例であ り,1990年 代以降にその他 の領域の改
善事例が徐々にでてきている。いずれにしろ,改 善運動の定着の程度がわかって くる。注 目さ
れるのは,会 員企業以外か らの発表がいくつか散見され,こ の活動がすでに工業会内部だけの
ものではなく,地 域にまで広がっていることである。
改善事例発表会においては,大 手6社 および電振協会員企業が大 きな役割を果 たして いる
(表6)。 当初の2回 は明 らかに,こ の2者 が中心 となっている。それぞれの企業における課題
に対する実践がそのまま工業会の活動となっている面をみないわけにはいかない し,他 方でま
ずこの先進企業群が 「お手本」を示 した格好になっている。第5回 目ぐらいまではこの傾向で
捉えることが許 されよう。 しか し,そ の後はこれ以外の企業の発表が増え,こ の2者 の割合は
2割 か ら6割 ぐらいにとどまっている。また,大 手6社 は最近になってもほぼまんべんな く事
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表6米 沢市電機工業会 改善事例発表会と大手6社 と電振協
回数/開 催日 発表数 大 手6社 電 振 協 その他
1.85/03/09 5 5(TP/YD/YN/HY/TY)
2.85/11/16 5 4(M1/U/T/H) 1
3.86/07/19 6 2(M2/Y) 4
4.87/02/21 6 4(MT/TP/TY/YD) 2
5.87/1C/24 6 2(Ml/N) 4
6.88/03/05 5 1(YN) 4
7.88/ll/26 5 2(MT/YN) 1(N) 2
8.89/04/08 5 2(YN/TY) 1(T) 2
9.89/09/17 5 2(TP/YN) 3
10.90/03/174 1(TH) 3
11.90/09/085 1(YN) 2(U/SH) 2
12.91/03/095 1(N) 4
13.92/02/225 1(YD) 1(H) 3
19.93/03/065 1(MT) 1(Ml) 3
15.94/03/055 2(YN/YD) 3






例発表が継続 し,な かでも近年YD社 は毎年のように発表 している。最近 におけるYD社 に
ける改善活動の盛り上がりが窺える。これに対 して,電 振協会員企業は1988年 以降,発 表が
ある場合でも1件 に減り,3回 ほど発表な しを挟んで,1996年 から発表がなくなっている。 こ
うした動向は,直 ちに2者 の企業群における改善活動の状況を反映 しているのもではないこと
は確かである。実際,関 係企業か らのヒアリングでも,む しろますます活発化 していることが
窺えた。おそらく,こ の2者 以外で も改善活動が活発化 してきたことを反映して,発 表企業の
調整がなされているものと思われる。
次に開発部会は,市 場開発と技術開発を大きな目標に,広 域交流,山 形大学工学部との産学
交流,技 術セ ミナー,見 本市への出展などを行っている。山形大学工学部 との産学交流はすっ
か りと定着 し,こ の年のセ ミナーでは山形大学工学部の教官による6つ の講義が3日 間にわたっ
て実施 され,58名 が参加 している。見本市への工業会としての出展 も定着 し,ほ とんど毎年
続けている。 ただし,地 元中堅企業による独 自出展がなかなか増えていないことが悩みのよう
である。工場見学も定期化 している。
工業会の名前を全国に有名にしたのは,広 域交流企画委員会の活動である。 この活動は事実
上,電 振協会員企業によって担われており,工 業会 と電振協 との活動の重複を もっともよく示
している事業の一つである。なかでもKIK(神 奈川県異業種交流協会)と の交流は,工 業会
82
米沢市における電機・電子工業をめぐる社会的環境ネットワーク
と電振協のいずれの活動紹介でも必ず登場 し,広 域交流活動として全国的にもよく知 られると
ころとなった。その中心の一人 になっているT氏(Ml社)に よれば,そ もそものきっかけは
次の通 りである。テクノフェアに電振協 ・工業会として出展 した際に,同 時に在京企業 との懇
談会(受 注開拓活動の一環)を 続けていたが,大 企業が相手ということもあってどうもしっく
りいかないし,受 注開拓に結びつ くことも少なかった。そんな折,東 京のある銀行の調査部か
ら 「神奈川県におもしろい活動をしているグループがある」という情報を得て,連 絡を取り合っ
たところ 「相性があって」,付 き合いはじめた。1987年 のことであった。以来,現 在 まで続い
ており,電 振協や工業会,KIKの 公式行事,「 社長塾」,「経営セミナー」,「受発注懇談会」 な
どの交流事業,さ らにインフォーマルな付き合いを含めると,実 に100回 以上にわたって交流
を深めてきている,と のことであった。「相性」の問題は理屈抜きのようであるが,「 同じ悩み
を持ちつつ も,異 なった地域にあって神奈川が販売 と開発,米 沢が生産というそれぞれの得意
分野」を もって補完 し合える関係にあったことが,こ こまで長続きする交流にした最大の理由
であった,とT氏 は説明 している。交流の度に 「元気が出る」 し1最 近 では大手 も参加する
ようになっている。また,こ の活動を通 じて知 り合った企業同士の交流によって,M1社 が新
たな技術開発を成 し遂げ,新 規の受注開拓につなげていった成功事例 もあって,こ の交流事業
がさらに有名になった。
開発部会のなかで最近注 目されるのが,「技術開発力向上の独自活動」(工 業会 「パ ンフレッ
ト」か ら)を めざして組織 された若手技術者集団 「テクノサークルYONEZAWA」 の事業活
動である(表7)。 開発部会全体の事業は,上 述 したように,企 業内の開発部 門 ・関係部署の
従業員を対象として,開 発全般にあたる,ど ちらかと言えば 「堅い」話や企画が多い。それに
対 して,若 手技術者集団 「テクノサークルYONEZAWA」 はそれでは飽き足 らない若手技術
者や技術に関心を持つ若手経営者が中心 となって組織 されたもので,山 形大学との産学交流会 ・
セ ミナーや産官交流,広 域交流,企 業見学会などの事業を開発部会とは独立 して実施している。
この年に実施された最上技術交流事業実行委員会 との交流を主 とした 「新庄 ・最上地域企業視
察交流会」や 「第10回 先端技術見学会」,「第6回 シンポジウム」などの自主事業か らも,上
述 した当初の狙いがわかる。 ・
しか し同時に,近 年の活動では,特 に外部 との交流事業 において,そ の狙い自体を大きく越
えて活動 している実態が窺える。すなわち,地 域内における産業や技術に関わる諸行事に大き
く関わっていることである。「定時総会資料」から拾い上げた外部交流関係の会議 への参加状
況や,そ こに記載されている事業経過報告によれば,こ の関係はむ しろ逆である。すなわち,
「テクノサークルYONEZAWA」 が地域内における産業や技術に関わる諸行事 の 「仕掛 け人」
であ り,「リーダー」であり,実 行部隊である1という像である。「外部交流(イ ベ ン トのみ)」
の活動をみると,ま さに自らが中心 となって,地 域内でのイベ ントを作 り上げ,そ の過程で多
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表7テ ク ノ サ ー クルYONEZAWA事 業(1997/04～1998/03)
自主事業
開 催 日 事 業 内 容 備 考
(1)04/25平成9年 度総会
(2)06/21 ゴル フ コ ンペ 15名





(6)11/2710周 年記念セ ミナー(山 形大学工学部見学) 50名(20名)
(7)12/02第6回 シンポジウム(企 業側:2名,山 形大学:3名)60名
外部交流(イ ベントのみ)
(1)04/29 米沢市 「町の広場」オープニ ングイベント
(2)09/20-21第3回 米沢産業まつり 2,500名








②05/28 第3回 米沢産業まつり第1回 実行委員会
(3}06/10 テ クノ フ ェス テ ィバ ル97関 連
(4)07/23第3回 米沢産業まつり第2回 実行委員会
(5)08/20 テ クノ フ ェス テ ィバ ル97関 連
(6)08/29山形大学:10周 年記念セ ミナー
(7)09/09山形大学:10周 年記念セ ミナー
(8)09/09 テ ク ノ フ ェス テ ィバ ル97関 連
(9}09/16地域産業活性化セ ミナー
qo)10/01山形大学:10周 年記念セ ミナー
αD10/21 山形大学:10周 年記念セ ミナー
資料)米 沢電機工業会(1998)「 平成10年 度定時総会資 料」
くの市民を巻 き込みながら進めていることがわかる。改善事例発表会がすでに工業会内部だけ
の ものではな く,地 域にまで広がっていることは上述 したが,「 テ クノサークルYONEZAW
A」 の活動は単に地域内に広まっているだけでなく,地 域に打 って出て,工 業会が地域活性化
の核になっているということを示 レている,と 言えるのではなかろうか。
以上のように設立以来10数 年を経て,工 業会は,当 初の設立趣 旨をはるかに超えた領域 に
まで活動を展開 しており,単 なる懇親を深めるだけの地域的業界団体ではもちろんな く,ま た




5.ネ ッ トワー クの 性 格 と意 義
企業間ネットワークに基づ く社会的環境ネ ットワークは,社 会的であるがゆえに,単 純に構
成会員 ・企業における経済的領域に属する関心のみでは片付けられない部分を有 している。む
しろ,経 済的領域 と非経済的領域とが分かちがた く結びついているところに特徴がある。 ここ
では,こ の点に留意 しながら,ネ ットワークの性格と意義を捉えていく。
1)「 学習」ネ ットワークとしての電振協
電振協会員企業の動機や活動の性格,ネ ットワークの意義は,工 業会のそれに比 してある意
味で捉えやすい。企業=経 営者=ア クターの関係が成立 している上に,活 動が部会制をとらず
に一元的なっているか らである。
「電振協報告」における活動内容からもわかるように,「経営基盤強化」,「研究開発および技
術水準向上」そ して 「下請企業育成」のいずれもが,基 本的には会員企業の経済 ・経営的関心
に直接的に根ざす ものであり,そ の範囲内で取 り組まれたと判断される。この点では,電 振協
会員が,そ の後工業会に合流 しながら,続 けた活動に関 しても同様の関心か らである。工業会
に合流 してか らは,一 民間団体 とはいえ,電 振協よりもっと大きな組織を背景にして,電 振協
単独の活動よりもこの関心に関しては多 くのものを得ていると言 っても過言ではないだろう。
「経営基盤強化」では,自 ら経営者として力量を向上させながら,生 産 ・品質管理の向上運
動を全社的に盛 り上げ,定 着させていった。 ここでは,い ずれ も1系 列への依存傾向が強かっ
たN社 やT社 が他系列への多角化を果た し,さ らには域外での受注開拓によってその後の成
長を実現 したことなどが好例である。「研究開発および技術水準向上」では,KIKと の交流の
中で製品開発を実現 させたMl社 の例が典型的である。従来の親企業への依存体質を改善 しつ
つ,新 たな経済的 リンケージの拡大 も実現 している。 こうしたことの総体として,自 らは,特
に設立に関わった企業群は,依 然として下請 としての立場 に甘ん じてはいるものの,ま さに中
堅企業としての姿をほしいままにするまでに成長 した。経済 ・経営的にみれば,ネ ットワーク
形成 に向けた有形無形の支出があったとしても,ま ず補助金による自らのコス ト負担の軽減,
さらにこれ らの能力向上を独 自に展開した場合に比 しての節約分,の 二重の 「節約」を可能と
しながら,自 らの地位を向上させ,経 営基盤 も強化 していった。工業会に合流 してからは,同
レベル企業だけでは実現することが難 しかった企画 に加わ り,そ こから有形無形のメリットを
享受することになる。 さらに,こ れには次に述べるようなメリットも派生 している。
加えて,当 初の予想を上回る側面 もあった。一つは,「受注の回 し合い」である。共通の活
動を通 じて築かれた信頼を背景 とした,情 報の共有,経 営管理能力や生産 ・品質管理能力の平
'準 化によって,能 力以上の受注を した際に,能 力に余裕のある企業に仕事を回す,「 受注の回
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し合 い」 が可能 とな る ものがあ らわれた。 ヒア リングによれば,組 立 関係 の企業 同士の間でか
な りの頻度 であ るとの ことであった。 こうした関係 は電振協 内のネ ッ トワークに限定 されず,
さ らには大 手6社 との関係 にまで拡大 している。 しか も,従 来 の系列 を越 え た関 係 の中 での
「受 注の回 し合 い」,さ らに 「従業員 の応援体制」 までみ られるよ うにな っているゐ)。
しか し,こ れを過剰 に評価す ることは禁物 であ る。 ヒア リングなどで も,成 果 として:強調 さ
れ ることが少 な くないが,事 例 と して少数 にとどま り,そ の場合で も各社 の全体 の仕事量 か ら
すれ ば決 して大 きな割合 を 占めてい るわ けではないか らで ある。む しろ,こ う した ことが可能
とな ることによ って,過 剰設備 があ る程度 まで避 けられ る し,能 力を超え る受注 もある程度 ま
でな らで きる,と い うほ どの ものではなか ろうか。 特に組 立関係は,自 動化が進 んでいるとは
いえ,生 産能力 を大 き く規定 してい るの は人員であ り,そ の人 員の フ レキ シ ビリテ ィに,あ る
程度 までの 「ゆ とり」 を もって対処 で きることにな る。 とはいえ,こ の 「受注の回 し合い」は,
当初 か ら経済的 リンケー ジに属 する 目的 と して必 ず しも意 図 された ものでは なか ったが,結 果
と して経 済的 リンケー ジに結 びつ くもの もあ らわ れてきた例 であろ う。
また,設 立動機の一つで あった 「系列 内の上か らの一方 的な情報流 しかない こと」への不満
も大 き く解 消 された。 それ どころか,情 報 のネ ッ トワーク も当初 の予想 を上 回るものであった。
電振協会員企 業を中心 に企業間 ネ ッ トワー クの情報流 をみ れば,こ の 「タテ」 の情報 に,電 振
協の ネ ッ トワー クに よ りほぼ同 じ地位 の企業 間の 「ヨコ」 の情報,さ らに他 系列 の 「大手」や
「下請」 か らの 「ナナ メ」 の情報 も入手 し易 くな った。最 後の情報 流は,工 業会への合流 によっ
て,さ らに容易 にな ってい る。 これ に,広 域 交流 に よ るネ ッ トワー クが さ らに加 わ る。KIK
との太 いネ ッ トワー クを主体 に しつつ も,こ れまでの交流を通 じて関係 を築 き上 げて ぎた全国
各地の団体 や組織 との,文 字通 りマ トリックス的 と言え る情報流が存在す る。 これ は,Ml社
におけ る 「新 たな製 品開発」 に結びつい た例か ら,経 済的領域 の ことが あま りに も強調 されす
ぎてい るき らいがある。全体 と してみ ると,KIKと の関係 につ いて 「交流 す ると元 気 が 出る」
とい う発言 こそが重要 な側面 ではなか ろうか。特 に,一 人 でほ とん どの意思決定 を しなければ
な らない 中小企業経営者 に とっては,「 同 じよ うな ことで 困っているのは 自分 だけではない」,
「こん な ことに夢 中にな って頑張 って いる経営者 もいるの だ」 な どとい う共 感 は,い つ にな っ
て も新 鮮な ようである。つ ま り,非 経 済的領 域に属 す る側 面 で あ るが,こ れが経 済 的領 域 を
「後 押 しす る」,そ の意味で は両者 は分 か ちがた く結 びついてい るのであ る。
2)「 学習」ネットワークとしての工業会:社 会的環境ネ ットワークへの転化
これに対 して,工 業会をめ ぐるネットワークの性格やその評価はより多面的にな らざるを得
ない。まず,会 員企業が多様である。会員 としての登録は企業単位であるが,活 動が部会単位
であり,し かもその活動には企業の組織における同 じ系統,階 層の従業員が中心 に参加 してい
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る。 したがって,会 員である企業をアクターとしてみるとしても,活 動の次元になると,そ の
内部の従業員が事実上アクターになるケースが少な くないか らである。 もちろん電振協のよう
に,経 営者のみが参加 して,企 業=経 営者=ア クターの関係が成立する場合には,電 振協でみ
たような性格や意義が妥当することが多いことも事実である。
企業 レベルからは じめよう。 まず大手6社 では,電 振協会員企業と同じようなメ リットを享
受 した。すでに独 自に展開 していた 「生産 ・品質管理」をめ ぐる各種活動や 「労務管理」,「実
務者研修」,「女性社員の戦力化」,「技術開発力の向上」といった学習の側面は他社 との交流 ・1
刺激の中で,さ らに盛 り上が り,高 い レベルで定着化 していった。 しかも,こ れには,他 社と
の交流を通 じての社員のモラル ・アップという 「おまけ」まで付いていた。総 じて言えること
は,「人材育成」である。電振協のように補助金によるコス ト負担の軽減はないものの26),こ
れらの組織的ないしは社員個々の能力向上のための 「学習」を独 自に展開 した場合に比 して少
な くない節約が生 じているものと思われる。大手6社 の場合には,い ろいろな企画において指
導的立場にあり,資 金的,「人員」的にも種々の 「持ち出し」分があったと して も,そ れはそ
れで下請企業の能力向上につながることを考えれば,中 長期的にはいずれ 「返 って くる部分」
とみていいだろう。この意味では,経 済的領域の動機 とその結果 としてみることができる。 し
か し経済的領域を動機としているとはいえ,ネ ットワークの性格 としてみれば,明 らかに社会
的であ り,近 年における広範な活動や会員企業以外の参加などをみる限 り,そ れはすでに社会
的環境ネ ットワークとなっている。
加えて,電 振協のところで述べた 「受注の回し合い」 という予期せぬ 「副産物」までが付い
てきた。これの解釈 も,先 に触れたとおりである。 「産学交流」 も,セ ミナーな どを通 じた
'「人材育成」,地 域内企業の技術開発力などの向上 という面では経済的領域の部分を有す るが,
大手6社 の能力からすれば,「生産 ・品質管理」におけるそれよりははるかに間接であ り,非
経済的領域の側面が濃厚である。 この点では,「産官交流」 も,大 手6社 にとっては同 じ側面
を有 している。また,「 テクノサークルYONEZAWA」 への大手6社 の関与は不明であるが,
それに加わっている場合 には非経済的領域の側面であり,企 業の地域社会への貢献の一つであ
る。 こうした面を考慮すると,関 係企業だけでな く,地 域社会にとっても社会的環境ネットワー
クとして理解 されなければな らないであろう。
大手6社 に対 して,こ の他の企業群はどうであろうか。電振協会員企業についてはすでに触
れたが,そ のことは同 じ程度ではないが,地 元中小下請企業の場合についても言えることは間
違いない。 これ らの企業にとって,「 生産 ・品質管理」や 「労務管理」,「実務者研修」 などを
独自に展開することは,上 の2者 に比 してますます困難である。 したがって,工 業会によるそ
うした機会をどの程度利用 しているかにもよるが,ま んべんな く利用 したとすれば,そ こでの
メリットや,独 自展開に比べた時のコス トの 「節約」は決して小さくはなか ったであろう。ま
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た,他 社 との交流 ・刺激を通 じての社員のモラル ・アップも,た だでさえ自社内での刺激が少
ない中から飛び出して,し か も親企業である 「大手」との共通の土俵の上での刺激だけに,そ
の効果は大 きかったと思われる。刺激 という面だけでいえば,そ うした活動をすでには じめて
いた大手6社 や電振協会員企業よりも相対的には大 きかったと考 えられる。「技術開発」 や
「女性社員の戦力化」 などの問題意識を有 している企業では,こ れらに関す る同様の効果が期
待できたであろう27)。
さらに,中 小企業の場合には,経 営者の経営管理能力の向上 という側面 も加わる。この点で
は,事 業の企画や 「仕掛け」までに関わる電振協会員企業 と同 じ程度というわけにはいかない
が,ト ップセミナーをはじめとする工業会の事業に参加することにより,従 業員同様の刺激を
受けていることは間違いない。前述 したように,地 方中小都市では,こ うした機会が極端に少
ないことを考えれば,地 元開催なので旅費をかけずに,し かも毎年定期的に参加できるメリッ
トは,こ れがない場合に比べると,非 常に大 きいものと考えられる。 これには,電 振協でみた
ように,同 じ程度ではないが,人 脈 と情報のネットワークの拡大 という側面もが伴っている。
「情報の風通 し」は以前に比べ相当に良 くなったことは間違いない。 なかでも,種 々の情報 に
よってその後の行動選択が変化 した側面があることもさることながら,他 系列企業との交流や
地元大手6社 の系列 に属さない企業 も加わっているので,相 互の刺激が新鮮であるとともに,
相互交流により,自 ら(の 企業)を 見直す良い機会になっているようである。
とはいえ,こ のレベルの企業群では,「経営管理能力の向上」や 「人脈 と情報 のネ ッ トワー
ク拡大」などへの関わりを当初か ら経済的領域として意識 しているとは限らないようである。
地元大手6社 系列の下請企業の場合(除,電 振協会員企業)に は当初は系列 としての 「お付き
合い」か ら,そ れに属 さない企業の場合には地域的業界団体としての 「工業会」への 「お付き
合い」から関与が始 まっている場合が多い鴻)。ここでも経済的領域 と非経済的領域とが分か ち
がた く結びついており,非 経済的領域があるときに経済的領域に転化する場合 もあれば,そ う
でないこともある。また,経 済的領域の動機から発 しても,非 経済的領域にとどまるケースも
あるわけである。総 じて言い得 ることは,下 請企業の場合(除,電 振協会員企業)や それに属
さない企業の場合に,工 業会 というネ ットワークが 「学習」のための社会的環境ネットワーク
に転化 している,と いうことである。
以上の企業ベースの議論に加えて,ア クターが従業員ベースになっている点にも触れておか
なければな らない。これに関して我 々は多 くの情報は持ち合わせていない。企業内での能力向
上に関 してはすでに触れているので,そ れ以外の側面について数少ない ヒアリングか ら言える
ことは次の側面である。活動を通 じて,単 なる特定の企業に属する社員としての立場を越えた
経験をしていることである。部会活動に参加したある大手の従業員は,当 初は立場上指導的な




で のそれとは異質な経験を味わった,と 話 している。女性部会における 「オフィス ・マナー」
の講習ではなく,女 性 ・人間としての教養を意図した講演会などでも同 じ側面を持つと言える
だろう。工業会の活動のなかで最近注目されている 「テクノサークルYONEZAWA」 のよう
に,地 域活性化などぽとんどボランテ ィア活動に近いかたちで参加 している場合には,こ のこ
とはなおさらであろう。いずれにして も,企 業内で見い出す 自らの能力向上 とは,別 の次元で
の充実感や能力向上を味わっているのではなかろうか。ここでも,ア クターたちは当初 「仕事
の一環 として」,そ の意味では経済的領域の関心から参加 しているが,活 動する中で,そ うし
た性格 と意義を越えたものを感 じている。すでに工業会は経済的領域だけでな く,非 経済的領
域をも含み込んだ 「学習する」ネ ットワークとなり,社 会的環境ネットワークに転化している
ことをみないわけにはいかない。
6.む す び
米沢 で展 開 してい る2つ の企 業間ネ ッ トワー クは,こ れ まで詳細 にみてきた ように,ま さに
米沢 の電機 ・電子 関連 企業 群にお ける地 域的,組 織的 「学習」 ネ ッ トワー クであ り,す で にそ
れ にかかわる企業群 か らみ ると社会的環境ネ ッ トワークに転化 してい る。
冒頭 に抽 出 した山本 の仮説 との関連 で言 えば,2つ の企業 間ネ ットワークは非経済的 リンケー
ジにな ってお り,す で に 「NPOの 性 格を持つ」地域的 な 「学習」組織 に な って きてい る。 そ
して,米 沢市 におけ る電機 ・電子工業の発展を考え る上 では,「NPO的 な リンケ ー ジ」,地 域
的 な 「学習」 の組織化 は不 可欠 の一 環 にな って いる。 また,参 加 している企業 にお ける事 例か
らみ る限 り,既 存 の非 経済的 リンケー ジを契 機 と して経済的 リンケー ジが作 られ,ま た社会的
環境 ネ ッ トワー クを活用 して市 場での地 位を改善 しようとす る企業行動 もみ られ た り,「 企業
間 ネ ッ トワーク と社会 的環 境ネ ッ トワー クとは相互 に作用」 し合 ってお り,「 その結果 と して,
企業 間ネ ッ トワーク と社会的環境 ネ ッ トワー クとの間の境界 が」 曖昧にな ってい る。
このように米沢 の2つ のネ ッ トワー クは,国 崎や福嶋がみ たよ うに,単 な る経 済的 リンケー
ジの みに基づ くそれでない ことは明 らかであ る。電振協の ネ ッ トワー クは この側面を多 く有 し,
それ に相 当す る少 な くない事例 が観 察 され るとは言え,こ れ だけでは割 り切れ るものではない。
したが って,そ れが 「ヨコのネ ッ トワー ク化」 の動 きで あ り,「 ジャス トイ ンタ イ ム方 式 の相
互研鑛 を行」(国 崎,1990b,p.156)い,部分 的 にで はあ るが 「仕 事 を融通 しあ って い る」
(同上)側 面があ ると して も,「 多品種少 量生産 に対応 した"フ レキ シブルな地域 生産システム"
を実現」(同 上,p.157)し,さ らには 「私企業 としての私 的排 他性 や競 争 関係 を こえ て,製
品開発 ・技術研究 ・営業 ・生産 管理 な どにおいてで きるか ぎ りの協 同性 を追求 す る企業 集団の
構築で ある」(同 上)と み ることは明 らか に誇張 である。
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そ うした性 格がそ もそ も薄 い工業会 に も,当 初 そう した側面 がなか ったわけではないが,近
年 の活動 では ますますその性格 は社会 的なそれになって きて いる。 ま してや,単 に経 済的 リン
ケ ー ジの拡大 のみを意図 したネ ッ トワー クで もな い。電振協会員企業 や工業会 に属す る下請 企
業群 において,そ う した動機 はあ った し,結 果的 にそう した成果が得 られた ことも事 実であ る
が,そ れのみで これ らのネ ッ トワー クを理解 することにはできない。 したが って,電 振協や工
業会 の活動を念頭 において,そ れを 「タテのチーム化」 と して 「オヤー下請企業 集団全体 と し
ての 目的を下請 も共有 し,オ ヤ と手 を携 えて 目的 の達成 に参加」 し,「 オ ヤの視 野 に立 って,
オ ヤか らみて手 間がかか るばか りで さほ ど利益 にな らない仕事(周 辺設計 や部品調達 な ど)を
肩代 わ り し」 た り,「 オヤに とって下請が単 なる手足でな くオヤ と同 じような頭脳をもったパ ー
トナーつ ま りチームメイ ト的存在 にな る」(同 上,pp。169-170)と み るこ ともできない。
また,上 記 の 「ヨコの ネ ッ トワー ク化」 と 「タテのチーム化」 を もって国崎が意図 した 「多
品種少量 生産 に適合的 な生産様式 ・分業 協働連関様式 を模索す る動 き」 とい う理 解は明 らか に
先読 みがす ぎ るもの と言 わ ざるを得 ない。 なお,3章 で跡 づけたよ うに,米 沢にお け る2つ の
ネ ッ トワーク形成の時代的 な位置付 けは,新 たな多 品種少量生産 とい う新 時代の要請 に対応 し
た,新 た な生産 ・品質管理 の体 制を追求 した もの とい うよ り,む しろ1970年 代後半 か ら80年
代初 めにかけての時期に,米 沢 の大手6社 が抱えて いた課題 つ ま り多 くの場合 に 「減量経営」
下 にお ける 「日本型生産 システムの再編 ・強化」 とい う課題 への対 応であ った。 筆者 は2つ の
ネ ッ トワークにおける生産 ・品質管理 の 「学習」 の側面 に限定 して言 えば,む しろ当時 の日本
型生産 システムの再編 ・強化 のモデルで あったジャス トイ ンタイム方式 に 「追 いつ くための」
の相 互 「学習」 システムであ った と理解 して いる。 その意 味で は,「 問題 の発 生 とそ れ に対す
る解」 と してネ ッ トワー ク形成 を理 解す る福嶋の方 が,「 問題」 が何 であ り,「 解」が いかなる
もので ある と理解す るかは別 に して,実 態 に近い と思われ る。
他方 で,冒 頭 で紹介 したネ ッ トワー クに対する福 嶋の把握 に も問題がある。2つ のネ ットワー
クが 「問題 の発生 に対す る解」(福 嶋,1999,p.19)と して作 られ,「 実行力を持つ人材(グ ルー
プ)が 存在」(同 上)し,2つ が 「両立可能 なネ ッ トワークで あ った」(同 上,p.20)こ と,電
振 協か ら工業 会への展 開過 程で 「古 いネ ッ トワー クで獲得 され た知識が新 しいネ ッ トワークに
移転 され」,「 コ ンセ プ トや内容の洗練化」(同 上)が 進 み,そ の ことを通 じて 「新 た な知 の創
出システ ムの可能性」(同 上,p.22)が ある ことは,実 態 に照 らして首肯 しうる部分 を多 く含
んで いる。 ただ し,上 に挙 げた 「問題」 や 「解」 に対す る理解,人 材 をグループ とまで言 え る
のか とい う問題,「 獲得 された知識」 がいかな るものであ ったか,に つい て は筆 者 とは理 解 が
異 な って いる。 しか し,そ れ以上 の問題 は,2つ の ネ ッ トワークを複数 の企業 が特定 の 目標,
戦略 を共 有す る 「戦略的主体の ネ ッ トワー ク」 と把握 して いる点 である。 ここ に明 らかに,2
つの ネ ッ トワークを経済的 リンケー ジとしてのみ把握す ることの限界性 がみ られ る。
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紙幅の関係から,1970年 代後半か ら80年 代にかけての大手6社 の動向を 「問題の発生」 か
ら 「それに対 す る解 」 と して詳 しく追跡す る側面,2つ のネ ッ トワークの 「学習 の中身 」 とそ
の評価に関 しては割愛 した。今後の課題としたい。
付 記:本 稿を執筆することができたのは,な によりも我々の長時間にわたるヒアリングに快
く応 じてくれた関係者の皆さんのおかげである。いちいちお名前をあげることはしないが,こ こ
に記 して感謝するしだいである。なお,本 稿は,日 本学術振興会科学研究費補助金による基盤研
究C「 東北 ・九州地方における外来型工業化地域の生産システムと新産業創出に関する比較研究」




1)1970年 代から80年 代にかけての繊維工業の衰退に関しては,国 崎(1990a)を 参照されたい。
2)明 電通信工業㈱は,親 会社である㈱明電舎が水晶振動子製造からの撤退を決定 し、2000年3月 に
精算され,そ の後,台 湾系企業により買収された。
3)こ の他に地域的影響 という点ではこの3社 ほどではないが,戦 前1939年 に進出 した東京通信工業
㈱米沢工場(通 信機器の保安器を製造)や,1945年 進出の弥浦和精機工業㈱(ド リルの製造)な ど
もある。
4)国 崎(1990a)は,こ れを当時の 「吉池市長がとった先見的な政策である」と評価 している。
5)山 形大学工学部人脈の利用について,福 嶋(1999)は,「 このとき,米 沢市は米沢市 に所在する山
形大学工学部の教官を企業誘致活動に巻き込み,山 形大学工学部のOB会 である 「米沢工業会」を通
じて山形大学工学部出身者に声をかけた」としている。また,市 職員当時に誘致の仕事に就いていた,
1999年 訪問時に 「テクノプラザ米沢」の事務局長は,誘 致は腰掛けの仕事ではできないこと,専 念
して企業情報に通 じ,企 業人との人脈をつ くることの重要性を指摘 している。
6)N社 グループの中におけるYN社,正 確には当時米沢製作所(株 式をN社(47.4%),東 北金属工
業(43%),残 りを従業員が所有)の 位置付けと性格に触れておく必要がある。ユーザーがN社 に限
定されない部品生産主体であったことから,外 販があり,し か も系列外のメーカーとも取引関係 も持っ
ていた。そのために,マ ーケティングも独自に行っていた。この点で,N社 の企業内地域間分業の
配下にある分工場である他の 「NECOO」 と名付けられた完全子会社 とは性格を異にしており,ユ ー
ザーの反応を直接知ることができた。製品開発などの独自な活動ができる立場にある反面で,不 況期
などにN社 か ら優先的に仕事を回してもらえないし,資 金繰 りに.も独特の苦労をせざるを得ない
(1982年6月 か ら1986年6月 までの4年 間YN社 の社長を務あ,そ の間 「工業会」の発起人の一人
として活躍されたM氏 からのヒア リングによる)。 この地位と性格は,現YN社 になってか らも,
基本的には変わっていない。
7)N社 への社員派遣は単なる 「余剰人員対策」 としての機能を持ちつつ も,む しろ上述 しだ 「新規
事業の開拓」としての中長期的な戦略の一環と見る方が適切である。M氏 は,YN社 の人材の優秀
さに触れて,r彼 らは仕事がないときには,他 のNECに 出向 したりしていて,ソ フ ト部門に も通 じ
ていた人材がいた」し,他 の人でも,東 京の受注を受ける会社に行ったことのない人がいないくらい
だった。だから何でも出来た」,と 述べている。
8)し かしM氏 によれば,YN社,当 時の米沢製作所の経営実態はきびしい状況 にあった。N社 はこ
の当時(正 確な時期は不明。1980-81年 頃と推察される),東 北金属工業から米沢製作所の株放出の
申し出を受けて,米 沢製作所の再建案を検討 している。この立案を担当したのが,N社 企画部長のM
氏であった。M氏 は当初,「N社 の関係会社の中で一番業績の悪い」米沢製作所を,「 資本関係を断
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ち切 って下請として利用 したらどうかと社長に答申をした」。当時の米沢製作所の業績は,「 混迷から
脱出」 したとは言え,非 常に悪いものだった。ちなみに,M氏 は 「事業分野 を通信機部品からコン
ピュータ関連の分野に変更する再建策を」再提出し,当 時のN社 のK社 長からの指示によ り,1982
年に社長に就任して1980年 代後半以降のYN社 の急成長の基礎を固める役割を果たす。
9)M氏 は就任当時の品質管理問題に触れながら,「TY社 は電電公社に電話機を納めていて,当 時,
品質管理が厳 しくなってきていた。体制をきちんとしなければ合わないといわれていた。MT社 に し
ろ,YD社 にしろ,HY社 に しろ,電 電公社とつきあいがあったので,品 質管理というのが頭痛の種
だった」 と,そ れがYN社 だけの問題でなかったことを述べている。
10)「30作 戦」とは,(1)ム ダ ・ムリ・ムラの3Mを0(ゼ ロ)に すること,(2)効 率を半期で30%向
上させること,(3)提 案件数を昭和54年 度(マ マ)比 で30倍 にすること(54年 度実績0.1件/人 ・
月),の3つ を狙いとするもので,、そのために小集団活動を推進 した。これを1982年 まで,3年 間実
施された。
11)M氏 は社長に就任した当時を振り返って,悩 みの種は自社および下請の品質管理がまった くな っ
ていなかったことだった,と 述べている。
12)YN社 以外の大手5社 へのヒア リングでも,こ れに関する資料が得られた企業はなく,ま たすでに
担当者が変わっていたために不明の部分が多かったが,そ の時期 には始まっているという応答であっ
た。M氏 も,自 社との比較のなかで,す でに各社がそうした対応 と動きをしていたとみていた。
13)元 職員によれば,YN社 ではM氏 が 「この点では非常に積極的で,他 の3社 への説得において も
活躍 してくれた」 としているが,こ れは明 らかな間違いであろう。M氏 のYN社 社長就任は1982年
であ り,1981年 の設立以前にいるはずがないからである。 これは 「工業会」設立の経緯 と記憶違 い
をしているものと考え られる。
14)そ の後,時 期はわか らないが,商 工会議所の工業部会は 「繊維」の第一部会と 「その他の工業」の
第二部会に分かれ,現 在に至 っている。
15)た だ し当時,市 の工業振興のための予算のほとん どは繊維産業向けであった。 ちなみに,1998年
度,米 沢市の工業振興予算約2,900万 円のうち,約2,100万 円は繊維関係であった。電振協への補助
金の10倍 を上回り,ま さに桁違いの扱いとなっている。
16)設 立以前 に市による調査がなか ったわけではない。未見であるが,米 沢市 ・米沢商工会議所
(1980)が ある。しか し,こ れは時間的に直前であり,電 振協設立に向けた,市 役所内部や関係団体
を説得するための調査ではないかと我々は判断している。
17)繊 維産業都市であったか らこそ,何 も取 り立てて産業のない町に比べて,他 産業についても市が詳
しかった,と いう考えも成 り立つ。 しかし,我 々はそのようには考えない。米沢市が繊維産業都市で
あり,米 沢市役所が企業誘致にとりわけ熱心であったとしても,繊 維関係を別にすれば,米 沢市役所
がそうした個別産業振興において特別な体制をとっていないからである。我々は,市 役所でのヒア リ
ングで,か つて 「繊維の町」,今 や 「電機の町」であるにもかかわらず,そ れに重点を置 いた体制を
敷いていないことにむしろ驚いた。その後,関 係者(市 役所からではない)の 紹介で,元 職員を探 り
当て,ヒ ア リングをした。 その際,業 界情報や人脈に詳 しいので,今 度は逆の意味で驚かされた。当
時が特別であったということは考えられるが,少 な くてもフォーマルな組織としては特別な体制を敷
いていなかったことだけは事実である。
18)な お,こ の点は商工会議所側で認めていた。M氏 によれば,「工業会」設立に向けて会議所に相談
した際,「 第二工業部会があるからいいじゃないか」と返事されると思 っていたが,あ っさりと趣 旨
に賛成 してくれたとのことである。
19)M氏 は,中 堅層の 「品質管理をなんとか しなければならない。そこで品質管理な どはお互いに一
緒にやってもいいのではないか」ということで,「競争と協調」ということを考えた,と 述べている。
20)こ の点は,ヒ アリングした関係者の一致するところである。商工会議所職員で,元 工業会事務局担
当のG氏 によれば,こ うした単身赴任者のことを地元では 「米チ ョン」と呼んだそうである。先の
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元市職員によれば,夜 な夜なのインフォーマルな会合のことを本人たちは 「ノミ(飲 み)ニ ケーショ
ン」だと話 していたとのことである。
21)工 業部会の分割問題を含めて,1980年 代に入って,商 工会議所の電機業界に対する認識が変わり
つつあった。なお,事 務員の人件費は,商 工会議所と工業会とが折半であった。
22)例 えば,YN社 には南陽市に子会社であるOM社 があった。
23)T氏 によれば,い ずれも受注先との関係のなかで築かれてきた人脈であるとのことであった。
24)こ の他,市 の諸行事で同席することはあったようである。なお,イ ンフォーマルな機会については必
ずしも明らかではないが,ヒ アリングによれば,電 振協会員企業は大手6社 の上層部とつながりを持つ
機会(し かも,系 列を越えてのそれ)に は恵まれていたようである(T氏 およびA氏(T社)に よる)。
電振協会員企業には,大 手6社 の子会社としてスター トしたもの,下 請企業といって も有力企業(元
市職員によれば,TY社 やYN社 の場合には 「地元御三家」 と呼ばれていた)が 多かった,ま た下請
企業 とはいえ,す でにかなりの規模に達 し,他 系列の仕事をこなすまでに力をつけていた企業 も少なく
なかった。そのため,他 の地元中小下請企業に比べれば,「破格」の立場にあったようである。
25)こ れは大手のYN社 の仕事を,M1社 が受注 して自らの工場で生産した り,場 合によってはM1社
の従業員がYN社 の工場に 「応援」に出かけて生産 したりするケースである。YN社 の社長であった
M氏 によれば,大 手6社 の間での 「受注の回し合い」はさすがにやりにくいが,そ れぞれの域内の
下請を 「使い合う」ことには抵抗が少なかったという。
26)し かしこのことはそれ程単純ではない。というのも,電 振協が工業会の活動と合流し,両 者が主催
者になっている場合には,電 振協側からの出資を工業会としても利用できるからである。T氏(M1
社)は 工業会との共催に際しては電振協として資金を出す し,「お金のない工業会にすれば,我 々と
一緒になって活動することによって,資 金面では助かっている」はずである,と も述べている。
27)こ こでは触れないが,工 業会における改善事例発表会に会員以外の企業も参加 しているので,そ の
効果はさらに広がるものと思われる。
28)地 元大手6社 系列の下請企業に関して我々はまだ十分なヒア リングを していない。これについては,
T氏(M1社)やA氏(T社)か らのヒアリングによっている。それに属 さない企業 については,
YS2社 やSK4社,HK社 からのヒア リングによる。
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Developmentofextrafirmnetworks
oftheelectronicsindustryinYonezawacity:
casesoflocalcorrectivelearningorganizations
MATsuHAsHIKoji
Inincreasinginterestintheagglomerationofsmallandmediumfirms,thefocusof
empiricalstudiesontheagglomerationareahavedevelopedfromtheinterfirmbusiness
linkages,tovariousinterfirmandextrafirmnetworksincludingnon-economiclinkages,
andrecentlytoregionalcorrectivelearning.
Thepurpo§eofthispaperistoinvestigatetheformation,activitiesandnatureof
extrafirmnetworks.Focusingontheiractivities,speciallylocalcorrectivelearning,their
implicationsaremadeclearfromtheviewpointofusual"innovation"oftheproduction
andthequalitycontrolwithinfirmsconstitutingthenetworks.Wetakeupthecaseof
twoextrafirmnetworksbasedoninterfirmlinkagesintheelectricalappliancesandelec-
tronicsindustriesofYonezawacity,Yamagataprefecture;AssociationforPromotionof
ElectronicsandMachineryIndustriesinYonezawacity(AEMI)beingconstitutedofl4
smallandmediumfirmsandYonezawaElectronicsIndustrialAssociation(YEIA)being
constitutedof47firmsincludingmajorsixfirms(factories)andsubcontractingfirms.
ElectronicsindustriesinYonezawahadbeenfacedwithsevercompetitionamong
theirproducts,andtheindustrialreorganizationinthesecondhalfofl970s.Underthe
pressure,theelectronicsfirmshadintroducedthenewproductionandqualitycontrolas
wellasshiftingtomicroelectronicsintheirproductsandproductiontechnology.In
particular,theintroductionofnewproductionsystemwasastrategycommontoma]or
sixfirms(factories)andtheirsubcontractors.First,sevensubcontractorswithoutthe
limitsoftheirKeretsufoundedAEMIinl981.InAEMI,thesubcontractorshaveworked
intheclosercooperationinordertoimprovetheirproductionsystems.AEMIwassup-
portedfinanciallybyYonezawacityoffice.Inthatday,Yonezawacityhadfacedwith
rapiddeclineofthetextileindustry(y碗 θoη『),whichwasthekeyindustryinthelocal
economy.Ininsteadofit,cityofficeintendedtopromoteelectronicsindustries.
Withallianceamongsubcontractors,managersofmajorsixfirmsnoticedthatitwas
importantfortherelatedfirmsinlocalareatoimprovecollectivelytheirproduction
systems.In1985,YEIAwasfoundedasalocalorganizationwhichaimedtolearncollec-
tivelytheirnewproductionandqualitycontrol.AEMI'sfirmsalsojoinedinYEIAfrom
beginningofthefoundation,togetherwithmajorsixfirms,playinganimportantrolein
learningCOrrectively.
Aftermorethanfifteenyearssincefoundation,AEMIgoesonwiththeiractivitiesas
thecoreofintra-andinter-regionalnetworkamongcollectivelearningorganizationof
smallandmediumfirms.AEMI'sfirmshavegrownuptobefirmsofmiddlestandingin
thelocalsubcontractors.Afterthat,YEIAincreasedthemember,andenlargedthefield
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ofactivities,nowhavingfoursectionalmeetings;generalaffairs,correctivetrainingand
learning(includingcourseforfemininestaff),technologicaldevelopmentandameeting
ofinter-regionalexchange(thecoreisAEMI'sfirms).Allstaffsofhierarchyinmember's
firm,manager,officeworker(includingfemininestaff),manualworkerandtechnical
expertandsQforth,takepartinsectionalmeetingseagerly.Techno-circleYonezawa ,a
groupoftechnologicaldevelopmentmeeting,recently,haveplayedanimportantrolein
indigenousdevelopmentoflocaleconomy、
AEMIandYEIAbaseoninterfirmlinkagesineithercase .Theyarenotsimplebusi-
nesslinkages,butbecomelocalcorrectivelearningorganization,beingextrafirmand
socialnetworkstomember'sfirmsaswellaslocalnonmember'sfirms.Theircorrective
learningtherefore,havebeenanimportantfactordrivingforwardthedevelopmentof
electronicsindustryoftheYonezawaarea.
Keywords:Yonezawacity,electronicsindustry,correctivelearning,interfirmnetwork,extrafirm
network
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